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我が国においては、本格的な人口減少社会を迎えつつあります。その中で、地方都市や郊外を中心に、

空き家だけでなく空き地も増大しつつあり、特に世帯が所有する空き地は 10 年で約 1.4 倍に増加しています

（土地基本調査）。また、不動産登記簿等を参照しても所有者が直ちに判明しない、又は判明しても所有者

に連絡がつかない土地、いわゆる所有者不明土地の増加が懸念されています。所有者不明土地は、公共

事業や民間主体による開発事業の実施に際し、所有者の探索等に多大な時間・費用を要するなど、円滑な

土地利用の支障となっています。さらに、所有者による自発的な管理が行われる蓋然性が低い土地であり、

適正に管理されないまま放置されることにより、周辺地域への土砂の崩落などの災害や害虫の発生などの

悪影響の要因となります。 

こうした所有者不明土地に関する諸課題に対し、政府は、平成 30 年に内閣官房長官主宰の「所有者不明

土地等対策の推進のための関係閣僚会議」を立ち上げ、関連する取組を着実に進めてきました。 

人口減少・少子高齢化が進む中、相続件数の増加、土地の利用ニーズの低下と所有意識の希薄化が進

行しており、今後、所有者不明土地の更なる増加が懸念され、その利用の円滑化の促進と管理の適正化は

喫緊の課題となっています。令和２年には「土地基本法」（平成元年法律第 84 号）が改正され、土地政策の

目的として適正な土地の利用及び管理とそれらを促進する円滑な取引及び適正な地価の形成を位置づける

とともに、土地に関する理念など、法全般で土地の適正な「利用」「管理」に関する土地所有者等の責務を明

らかにするなどの見直しが行われました。 

このような中、「所有者不明土地等対策の推進に関する基本方針」（令和３年６月７日関係閣僚会議決定）

において、「所有者不明土地法の施行から３年が経過し、見直しの時期となることに向けて、所有者不明土

地の円滑な利活用・管理を図る仕組みの拡充や、所有者不明土地の発生予防等の観点から重要となる管

理不全土地や低未利用土地の利活用・管理を図る仕組みについて検討を進め、」令和４年通常国会に必要

となる法案を提出することとされました。これを受け、国土審議会土地政策分科会企画部会において、所有

者不明土地法の見直しの方向性について有識者による議論・検討を重ね、令和３年 12 月 24 日には「所有

者不明土地法の見直しに向けた方向性のとりまとめ」が公表されました。とりまとめを踏まえ、所有者不明土

地の利用の円滑化の促進と管理の適正化を図るため、市町村をはじめとする関係者による対策のための手

段を充実させる「所有者不明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法の一部を改正する法律案」を令和

４年通常国会に提出しました。改正法案は令和４年４月 27 日に成立し、同年５月９日に公布され、同年 11 月

１日に一部の規定を除いて施行されたところです。 

 

本事例集は、全国で実施されている空き地等の利用・管理等に関する事例について、その概要や取組の

中で得られたポイント、留意事項等を掲載することで、より多くの地域で空き地等の活用が進むことを期待し

て作成したものであり、空き地等の活用にあたって、関係者の皆様の活動の一助となれば幸いです。 
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(1)事例集のとりまとめの考え方 

空き地等の活用に関する先進的な取組の収集に際しては、「空き地等の新たな活用に関する検討会」で

の検討や、並行して行われた自治体アンケートの中で例示された事例、その他文献や記事等紹介されてい

る事例等を抽出し、概要やスキーム等の情報を整理しました。 

こうして収集された事例の分類にあたっては、地域の関係者の方々などが、自らの地域における空き地

等の創造的活用を検討する際の参考として、建物や緑地利用、情報提供といった、具体的な活用の種類・ス

キームを切り口とした整理（整理軸①）と、まちなか、郊外といった主な取組が想定される地域特性に分けて

整理（整理軸②）しました。 

 

整理軸①：具体的な活用の種類・スキームなど（(3)の表では「活用形態」として整理） 

整理軸①では、建物や緑地利用、情報提供といった、具体的な活用の種類・スキームを切り口として整理

しました。(3)の表中の左側には、「隣地取得・権利変換」や「建物・工作物利用」など土地や工作物等の改変

の度合いが大きい事例、右側には、「オープンスペース・駐車場」や「適正管理」など土地や工作物等の改変

の度合いが小さい事例を中心に整理しています。右端の「情報提供」は、インターネットツール等を活用した

情報提供、相談体制の事例をとりあげました。 

 

隣地取得 

・権利変換 

発生した空き地について、隣地所有者等による取得を促し、ゆとりある良質な

居住環境の形成等を図る取組。個人のほか、法人による取得も考えられます。 

建物・工作物利用 

（屋台・コンテナハ

ウス等） 

まちなか等において、空き地や駐車場等に暫定的な建物・工作物を設置し、そ

の期間、これら建物・工作物を活かした各種活動を行う事例。「にぎわい創出」とい

ったものもあれば商業利用など直接的な経済行為を行う事例も見られます。 

緑地・菜園等 低・未利用の土地を緑地・菜園等として保全・利活用する事例。レクリエーション

やコミュニティ活動としての事例のほか、耕作されていない農地などを体験農園と

して利用する事例もあります。 

オープンスペース・

駐車場 

空き地を地域の公益的なオープンスペースとして、地域コミュニティにおいて利

活用する取組。所有権はそのままに利活用のみを促進する事例などがあります。

適正管理 短期的には利活用の見込みのない低・未利用の土地について、地域環境に悪

影響を及ぼさないために適正な管理を実現する取組。制度的に勧告・誘導するも

のや、管理自体をサービスとして提供する事例などがあります。 

情報収集・提供等

場の構築 

上記の利活用を促進するためインターネットツール等を活用した「仕組み」とし

ての情報の提供・マッチング等の事例です。空き家・空き地相談のように公的主体

によるものから、ビジネスとして収支バランスを確保している取組も見られます（本

冊子では前者について紹介しています）。 

 

空き地等の新たな活用に向けて～４０の事例から学ぶ～ 
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整理軸②：地域特性 

整理軸②では、それぞれの取組が主に活用を想定している地域特性について、まちなか（商業地、中心

市街地等）と住宅地・郊外地に大別し整理しました。 

 

まちなか 商業地や中心市街地など、比較的（商業）集積の大きな地域 

住宅地・郊外地 市街地の中の住宅地域や郊外住宅地等、生活の場となっている住宅地 
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(2)収集した事例 

収集した事例は下記のとおりです。これらの事例について前ページまでに示した整理軸①、整理軸②によ

り表形式で分類したものが次のページの表です。各事例の概要は、記載の事例番号の順に掲載しています。 

 

【隣地取得・権利変換】 
（1） 空き地・空き家・狭隘道路を小規模連鎖型区画再編で再生（山形県鶴岡市） 
（2） 官と民の役割によるハイブリット集団（山形県上山市） 
（3） もともとの園地（園舎）の隣接地や周辺の空き地の活用（兵庫県神戸市） 
（4） 隣の空き地・空き家の取得で住環境を向上（埼玉県毛呂山町） 
（5） 隣地取得を通じた居住環境向上への後押し（大阪府大東市） 
（6） みんなの果樹園・農園・交流の場（東京都町田市） 

【建物・工作物利用（屋台、コンテナハウス等）】 
（7） 細長い駐車場が 20 軒の屋台通りに（北海道帯広市） 
（8） コンテナを利用した、移動可能な事業空間（埼玉県深谷市） 
（9） 官民連携で生まれた中心市街地のしばふ広場とコンテナハウス（山口県宇部市） 
（10） 市が借り上げた民有空き地にコンテナ活用の「空き地リビング」（佐賀県佐賀市） 
（11） 公募による専門家主導のエリアマネジメント（宮崎県日南市） 
（12） 絶景空き地でのキャンピングオフィス（群馬県みなかみ町） 
（13） 日本のココロ、古民家を価値のあるものとしてリノベーション（兵庫県丹波篠山市） 

【緑地・菜園等】 
（14） 所有者や自治会にかわる第３者による空き地の管理・活用（兵庫県神戸市） 
（15） 使われていない土地を「地域の庭」に（千葉県柏市） 
（16） 民有の樹林地や庭を保全し、地域コミュニティの緑として活用（東京都世田谷区） 
（17） 収益を得ながらコミュニティ形成に寄与する土地へ（東京都大田区） 
（18） 遊休地を農園として活用し、３世代交流によるまちづくり（神奈川県横浜市） 
（19） 遊休地を農園として活用し、地域の新たなコミュニティ再生へ（大阪府大阪市） 
（20） 耕作放棄地をメインフィールドに野菜作り、農業体験を後押し（関東～九州） 
（21） 持続できる移住促進の拠点づくり（鹿児島県龍郷町） 

【オープンスペース・駐車場】 
（22） 中心市街地駐車場をまちなか広場に（福井県福井市） 
（23） 官民連携により、駅周辺の空間をまちなかの広場に（愛知県豊田市） 
（24） まちなかに眠る遊休資産を活用した新たなビジネスの創出（全国） 
（25） いろんな人たちが集う、地元に愛される拠点づくり（東京都荒川区） 
（26） 文化伝承施設に隣接する民間空地を広場として整備し、管理（福島県須賀川市） 
（27） 空き地を地域の雪寄せ場に（青森県青森市） 
（28） 地域一体となって老朽危険空き家の除却、ポケットパークの整備（福井県越前町） 
（29） 土地区画整理事業区域内の未利用公益用地の活用（神奈川県川崎市） 
（30） 民間からの無償提供用地を活用した広場整備（大阪府大阪市） 
（31） まちなか防災空地は地域コミュニティの活動の場（兵庫県神戸市） 

【適正管理】 
（32） 条例に基づく空き地の草刈委託事業（東京都足立区） 
（33） 建物・土地の寄附を受けて空き家を除却、自治会が跡地を維持管理（長崎県長崎市） 
（34） 空き地増加の予防策として、空き地の現状把握、利活用検討を推進（千葉県八千代市） 
（35） 高齢化した大規模郊外住宅地での空き家・空き地、地域のサポート（神奈川県鎌倉市） 
（36） 条例による空き地の適正管理の担保（三重県名張市） 
（37） 「ふるさと納税」で空家・空地を管理（兵庫県淡路市） 
（38） 「ふるさと納税」で草刈サービス（徳島県鳴門市） 

【情報収集・提供等場の構築】 
（39） 全国に先駆けた条例制定と行政と不動産関係士業等との連携（山形県酒田市） 
（40） 空き家・空き地のよろず相談と気軽な管理（全国） 
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を

ま
ち

な
か

の
広

場
に

～
豊

田
市

「
あ

そ
べ

る
と

よ
た

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト
」
～

（
愛

知
県

豊
田

市
）

(2
7
)空

き
地

を
地

域
の

雪
寄

せ
場

に
～

青
森

市
「
市

民
雪

寄
せ

場
事

業
」
～

（
青

森
県

青
森

市
）

(3
1
)ま

ち
な

か
防

災
空

地
は

地
域

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

の
活

動
の

場
～

ま
ち

な
か

防
災

空
地

整
備

事
業

～
（
兵

庫
県

神
戸

市
）

(2
8
)地

域
一

体
と

な
っ

て
老

朽
危

険
空

き
家

の
除

却
、
ポ

ケ
ッ

トパ
ー

ク
の

整
備

～
越

前
町

安
心

で
潤

い
の

あ
る

ま
ち

づ
くり

事
業

～
（福

井
県

越
前

町
）

(3
7
)

「ふ
る

さ
と

納
税

」
で

空
家

・
空

地
を

管
理

～
淡

路
市

ふ
る

さ
と

宅
配

便
～

（
兵

庫
県

淡
路

市
）

(3
6
)条

例
に

よ
る

空
き

地
の

適
正

管
理

の
担

保
～

名
張

市
あ

き
地

の
雑

草
等

の
除

去
に

関
す

る
条

例
～

（
三

重
県

名
張

市
）

(3
8
)「

ふ
る

さ
と

納
税

」で
草

刈
サ

ー
ビ

ス
～

鳴
門

市
草

刈
サ

ー
ビ

ス
～

（
徳

島
県

鳴
門

市
）

(3
5)

高
齢

化
し
た

大
規

模
郊

外
住

宅
地

で
の

空
き

家
・空

き
地

、
地

域
の

サ
ポ

ー
ト

～
Ｎ

Ｐ
Ｏ

法
人

タ
ウ

ン
サ

ポ
ー

ト鎌
倉

今
泉

台
～

（神
奈

川
県

鎌
倉

市
）

(3
9
)全

国
に

先
駆

け
た

条
例

制
定

と
行

政
と

不
動

産
関

係
士

業
等

と
の

連
携

～
酒

田
市

空
き

家
等

ネ
ッ

トワ
ー

ク
協

議
会

に
よ

る
適

正
管

理
・利

活
用

・
流

通
促

進
の

取
組

～
（
山

形
県

酒
田

市
）

(4
0
)空

き
家

・空
き

地
の

よ
ろ

ず
相

談
と

気
軽

な
管

理
～

放
置

空
き

家
の

解
消

に
向

け
た

「空
家

・空
地

管
理

セ
ン

タ
ー

」の
取

組
～

（
全

国
）

(1
2
)絶

景
空

き
地

で
の

キ
ャ

ン
ピ

ン
グ

オ
フ

ィ
ス

を
通

じ
た

都
市

部
テ

レ
ワ

ー
カ

ー
と

の
関

係
性

構
築

～
一

般
社

団
法

人
コ

ト
ハ

バ
～

（群
馬

県
み

な
か

み
町

）

(1
9
）遊

休
地

を
農

園
と

し
て

活
用

し
、

地
域

の
新

た
な

コ
ミ
ュ

ニ
テ

ィ
再

生
へ

～
北

加
賀

屋
み

ん
な

の
う

え
ん

～
（大

阪
府

大
阪

市
）

(1
7
）収

益
を

得
な

が
ら

コ
ミ
ュ

ニ
テ

ィ
形

成
に

寄
与

す
る

土
地

へ
～

レ
ン

タ
ル

農
園

ホ
ワ

イ
トフ

ァ
ー

ム
～

（
東

京
都

大
田

区
）

(1
8
）遊

休
地

を
農

園
と

し
て

活
用

し
、

３
世

代
交

流
に

よ
る

ま
ち

づ
く
り

～
今

宿
コ

ミ
ュ

ニ
テ

ィ
ガ

ー
デ

ン
～

（
神

奈
川

県
横

浜
市

）

(2
4
)ま

ち
な

か
に

眠
る

遊
休

資
産

を
活

用
し

た
新

た
な

ビ
ジ

ネ
ス

の
創

出
～

シ
ェ

ア
リ
ン

グ
エ

コ
ノ
ミ
－

関
連

～
（
全

国
）

(3
0
)民

間
か

ら
の

無
償

提
供

用
地

を
活

用
し

た
広

場
整

備
～

ま
ち

か
ど

広
場

整
備

事
業

～
（
大

阪
府

大
阪

市
）

(2
9
)土

地
区

画
整

理
事

業
区

域
内

の
未

利
用

公
益

用
地

の
活

用
～

社
会

実
験

・
カ

ナ
ド
コ

ロ
～

（
神

奈
川

県
川

崎
市

）

(3
3
)建

物
・
土

地
の

寄
附

を
受

け
て

空
き

家
を

除
却

、
自

治
会

が
跡

地
を

維
持

管
理

～
長

崎
市

老
朽

危
険

空
き

家
対

策
事

業
～

（
長

崎
県

長
崎

市
）

(3
2
)条

例
に

基
づ

く
空

き
地

の
草

刈
委

託
事

業
～

生
活

環
境

保
全

対
策

事
業

～
（
東

京
都

足
立

区
）

(3
4
)空

き
地

増
加

の
予

防
策

と
し

て
、

空
き

地
の

現
状

把
握

、
利

活
用

検
討

を
推

進
～

緑
が

丘
西

自
治

会
～

（
千

葉
県

八
千

代
市

）

(3
)４

０
事

例
の

整
理

と
概

観
民

間
自

治
体

官
民

連
携

事
業

主
体

(2
)官

と
民

の
役

割
に

よ
る

ハ
イ

ブ
リ
ッ

ト
集

団
～

か
み

の
や

ま
ラ

ン
ド
バ

ン
ク

～
（
山

形
県

上
山

市
）

(6
)み

ん
な

の
果

樹
園

・
農

園
・

交
流

の
場

～
小

鳥
の

森
の

広
場

～
（
東

京
都

町
田

市
）

(2
5
)い

ろ
ん

な
人

た
ち

が
集

う
、

地
元

に
愛

さ
れ

る
拠

点
づ

く
り

～
想

像
建

築
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
～

（
東

京
都

荒
川

区
）

(2
1
)持

続
で

き
る

移
住

促
進

の
拠

点
づ

く
り

～
m

at
ch

 g
ue

st
 h

o
us

e
(ま

っ
ち

ゲ
ス

トハ
ウ

ス
)～

（
鹿

児
島

県
龍

郷
町

）

(1
4
)所

有
者

や
自

治
会

に
か

わ
る

第
３
者

に
よ

る
空

き
地

の
管

理
・活

用
～

多
文

化
共

生
ガ

ー
デ

ン
～

（兵
庫

県
神

戸
市

）

(2
6
)
文

化
伝

承
施

設
に

隣
接

す
る

民
間

空
地

を
広

場
と

し
て

整
備

し
、
管

理
～

「
等

躬
の

庭
」
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
～

（
福

島
県

須
賀

川
市

）

ま
ち

な
か

：商
業

地
や

中
心

市
街

地
な

ど
、

比
較

的
（商

業
）
集

積
の

大
き

な
地

域
住

宅
地

・
郊

外
地

：
市

街
地

の
中

の
住

宅
地

域
や

郊
外

住
宅

地
等

、
生

活
の

場
と

な
っ

て
い

る
住

宅
地

(3
)も

と
も

と
の

園
地

（園
舎

）の
隣

接
地

や
周

辺
の

空
き

地
の

活
用

～
幼

保
連

携
型

こ
ど

も
園

の
分

園
化

～
（
兵

庫
県

神
戸

市
）
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【
所

在
マ

ッ
プ

で
の

整
理

】

⺠
間

⾃
治

体
官

⺠
連

携
凡

例

体
験

農
園

マ
イ

フ
ァ

ー
ム

空
家

・
空

地
管

理
セ

ン
タ

ー

シ
ェ

ア
リ

ン
グ

エ
コ

ノ
ミ

ー

20 4024［
特

定
の

地
域

に
寄

ら
な

い
取

組
］

1

4

5

7

8

9

10 11

12

13

15

16
17

18

19

22

23

27

28

29

30

31
32

33

34

35

36

37

38

39

絶
景

空
き

地
で

の
キ

ャ
ン

ピ
ン

グ
オ

フ
ィ

ス
（

群
⾺

県
み

な
か

み
町

）

ホ
ワ

イ
ト

フ
ァ

ー
ム

（
東

京
都

⼤
⽥

区
）

今
宿

コ
ミ

ュ
ニ

テ
ィ

ガ
ー

デ
ン

（
神

奈
川

県
横

浜
市

）

北
加

賀
屋

み
ん

な
の

う
え

ん
（

⼤
阪

府
⼤

阪
市

）

カ
ナ

ド
コ

ロ
（

神
奈

川
県

川
崎

市
）

ま
ち

か
ど

広
場

整
備

事
業

（
⼤

阪
府

⼤
阪

市
）

ま
ち

な
か

防
災

空
地

（
兵

庫
県

神
⼾

市
）

空
き

地
の

草
刈

委
託

事
業

（
東

京
都

⾜
⽴

区
）

⻑
崎

市
⽼

朽
危

険
空

き
家

対
策

事
業

（
⻑

崎
県

⻑
崎

市
）

緑
が

丘
⻄

⾃
治

会
（

千
葉

県
⼋

千
代

市
）

タ
ウ

ン
サ

ポ
ー

ト
鎌

倉
今

泉
台

（
神

奈
川

県
鎌

倉
市

）

名
張

市
あ

き
地

の
雑

草
等

の
除

去
に

関
す

る
条

例
（

三
重

県
名

張
市

）

ふ
る

さ
と

納
税

に
よ

る
空

き
地

・
空

き
家

の
管

理
（

兵
庫

県
淡

路
市

）

ふ
る

さ
と

納
税

で
の

草
刈

サ
ー

ビ
ス

（
徳

島
県

鳴
⾨

市
）

酒
⽥

市
空

き
家

等
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
協

議
会

（
⼭

形
県

酒
⽥

市
）

つ
る

お
か

ラ
ン

ド
・

バ
ン

ク
（

⼭
形

県
鶴

岡
市

）

憩
い

の
広

場
「

新
栄

テ
ラ

ス
」

（
福

井
県

福
井

市
）

北
の

屋
台

（
北

海
道

帯
広

市
）

市
⺠

雪
寄

せ
場

事
業

（
⻘

森
県

⻘
森

市
）

古
⺠

家
ア

セ
ッ

ト
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
・

NO
TE

（
兵

庫
県

丹
波

篠
⼭

市
）

多
世

代
交

流
ス

ペ
ー

ス
（

⼭
⼝

県
宇

部
市

）

わ
い

わ
い

コ
ン

テ
ナ

（
佐

賀
県

佐
賀

市
）

油
津

商
店

街
活

性
化

（
宮

崎
県

⽇
南

市
）

⼤
東

市
隣

接
地

等
取

得
費

補
助

事
業

（
⼤

阪
府

⼤
東

市
）

ま
ち

な
か

の
広

場
「

あ
そ

べ
る

と
よ

た
プ

ロ
ジ

ェ
ク

ト
」

（
愛

知
県

豊
⽥

市
）

深
⾕

ベ
ー

ス
（

埼
⽟

県
深

⾕
市

）

郊
外

団
地

で
の

隣
地

取
得

促
進

（
埼

⽟
県

⽑
呂

⼭
町

）

ポ
ケ

ッ
ト

パ
ー

ク
事

業
（

福
井

県
越

前
町

）
カ

シ
ニ

ワ
（

千
葉

県
柏

市
）

世
⽥

⾕
ト

ラ
ス

ト
（

東
京

都
世

⽥
⾕

区
）

2

6

25

3
14

21

か
み

の
や

ま
ラ

ン
ド

バ
ン

ク
（

⼭
形

県
上

⼭
市

）

⼩
⿃

の
森

広
場

（
東

京
都

町
⽥

市
）

想
像

建
築

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

（
東

京
都

荒
川

区
）

多
⽂

化
共

⽣
ガ

ー
デ

ン
（

兵
庫

県
神

⼾
市

）

m
at

ch
 g

ue
st

 h
ou

se
（

⿅
児

島
県

⿓
郷

町
）

近
⽥

幼
稚

園
（

兵
庫

県
神

⼾
市

）

26
テ

ダ
ソ

チ
マ

（
福

島
県

須
賀

川
市

）
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大規模開発によらない、空き地・空き家、道路等の
一体的な区画の再編

・空き地・空き家・狭隘道路を一体的に捉え、所有者、近隣住民をはじめステークホルダーを巻
き込み、小規模連鎖型の区画再編を実施。

・宅建業者をはじめ、建設業者・解体業者・建築士、司法書士・行政書士・土地家屋調査士の他
地元業界団体などの専門家集団により、地元のために協働し各種提案・提言を行う。

空き地・空き家・狭隘道路を小規模連鎖型区画再編で再生
～つるおかランドバンクで中心市街地を活性化～

山形県鶴岡市のNPO法人 つるおかランド・バンク
組織形態：中心市街地活性化推進機構指定NPO

http://t-landbank.org/

【まちなか】【隣地取得・権利変換】【民間】／山形県鶴岡市01

ＮＰＯ法⼈ つるおかランド・バンク

・つるおかランド・バンクファンド助成事業（NPO法人の事業）

・鶴岡市移住希望者不動産物件情報照会（市制度を支援）

事業スキーム

狭隘道路の解消となった例

概要・経緯・実績等
制度等

実績等

当該事業のスキーム（体制）は、不動産を動かす宅建
業者、道路築造から解体工事までの建設・解体業者、登
記問題等の司法書士、境界問題等の土地家屋調査士、相
続問題等の行政書士、リフォーム・コンバージョンの建
築士、抵当権等の金融機関などの地元の各業界団体から
理事が参加し、有資格者の専門家が集合して対応する
「プロボノ」のＮＰＯ法人が中核となっています。

空き家管理事業※空き家利活用成約件数

14件20件平成29年度

18件33件平成30年度

18件29件令和１年度

25件43件令和2年度

25件42件令和3年度

30件30件令和4年度（見込）

事業主体からのメッセージ
相続や権利関係が複雑な相談案件は、多くの時間と労力が必要
なため宅建業者や他関係する業者からは敬遠されています。

当法人では、ファンドを設け、その作業ロス補填の為、
「コーディネート活動支援」、他にも、狭あい道路解消の為
「私道等整備支援」などで、助成金を交付によって、応援してい

ます。
住まい・道路を一体的にとらえ、元気な街づくりによって、

よりよい未来のため、 日々地道な努力を積み重ねています。

つるおかランド・バン
クは、空洞化の進行が懸
念される中心市街地や日
本海沿岸の密集住宅地に
ついて、大規模開発に拠
らない小規模連鎖型の区
画再編成事業を行い、活
性化させ元気な街にして
いく事を目的として活動
しています。
主な考え方は、空き家・
空き地・狭隘道路を一体
の問題として捉え、その
不動産を動かす際、所有
者などのステークホル
ダーの協力を得て問題を
解決し、一つ一つの区画
は小規模ながら、それを
連鎖させることにより地
区全体の環境を向上・再
生させていくというもの
です。

【拡幅工事前】 【拡幅工事後】

もとからの車がすれ違えない
幅の狭い道路

【ランドバンク事業の手法】

出典：つるおかランドバンクホームページ
http://t-landbank.org/activity

※各年度末時点における契約件数値
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ランドバンク（ミニ区画整理）×エリアマネジメント×インキュベーション

・空き家、空き地のワンストップ再生
— 3ステップ —

官と民の役割によるハイブリット集団
～かみのやまランドバンク～

NPO法⼈
かみのやまランドバンク

⼭形県上⼭市⼆⽇町６－１
info@kaminoyama-landbank.com
https://kaminoyama-landbank.com/

空き地を広場へ
～再編種地～

【まちなか】【隣地取得・権利変換】【官民連携】／山形県上山市02

１ 空家等対策計画に基づきランドバンクエリア設定
２ 若者・子育て世帯などの移住、開業者への空き家、空き地の提供
３ スモール・エリアリノベーションとミニ区画整理

↑ＱＲコードからＮＰＯの活動が見れます！

NPO法⼈ かみのやまランドバンク

事業スキーム

目的

空家等対策計画にてランドバンクエリアを設定し行
政の信頼・安心感における相談窓口の設置やコーディ
ネートを行い、不動産業、司法書士、建築士などのラ
ンドバンク会員による課題解決によりランドバンク事
業を積極的に推進しています。

経緯・実績等

・官・民連携型エリアマネジメントによ
る失われた魅力の再生が重要。

事業主体からのメッセージ

・人気リノベーション施設の発信力「イ
ンフルエンサー」力による回遊性の向
上と新規開業者の誘導促進が必要。

・スモール・エリアにて拠点施設をリノ
ベーションし、関連する用途を連鎖的
に再生することでランドバンクエリア
の活性化へつなげる。

中心市街地のスポンジ化が進むランドバンクエリア
への居住誘導や創業促進を行うこと。

実績等（令和４年度）

設立までの歩み

【空き家協定・制度等】

平成２８年１１月

１２月

平成３０年 ８月

令和 元年 ６月

令和 ３年 ３月

上山市が空き家バンク開設

上山市が空家等対策計画策定

明海大学(空き家・空き地による地域づくり)

NPO法人かみのやまランドバンク設立

山形県内で初の都市再生推進法人に指定

・廃業した共同浴場を再生

・空き地にて定期マルシェを開催、サポート

・中心市街地の空きビルの開業等をサポート

・旧映画館跡地にワイナリー建設支援

・ツールドフランスの前夜祭イベントを開催し約2000人来場

地区、小学生による広場整備
～ランドバンクの種地～
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① ②

近隣の空き家を除却し、路地と統合して一体的に利用

【住宅地・郊外地】【隣地取得・権利変換】【民間】／兵庫県神戸市

・地域で信頼されている施設による隣地・近隣の空き地の利活用。
・保育サービスの需要に対応した園地の拡大。

もともとの園地（園舎）の隣接地や周辺の空き地の活用
～幼保連携型こども園の分園化～

03

学校法⼈ 近⽥幼稚園
https://www.chikata.ed.jp/

① ②

Before After

Before After

Before

After路地をなくし、
園の敷地と統合

老朽空き家を解体し、
園庭として
一体的に利用

人工芝を園児とともに布設

広くなった
園庭に大喜び

「幼保連携型認定こども園 近⽥幼稚園」

幼保連携型認定こども園の分園化

経緯

経緯等

事業主体からのメッセージ
・地域に育てていただいた当園です。これからも地域

の皆様の役に立つ幼稚園でありつづけてまいります。
・園庭が広がったことで、園の活動内容や活動量も増

え、地域から遊びに来てくれる子どもたちにも好評
です。また、空き家が運動場に変わったことも喜ば
れています。

当園では、0歳の児童からの保育サービスを開始するにあ
たり、園地を拡大する必要がありました。しかし、当園の
周囲は住宅地で隣地取得を進めていくことは困難でした。
そこで、分園化を図り、必要面積を確保していきました。

周辺の空き家・空き地を取得することができた背景には、
当園が地域に根差して経営してきた歴史、公益施設として
の信頼、地場の不動産業者からの紹介・調整もありました。

令和３年12月には、園舎に隣接していた空き家等のある
土地も取得することができ、園庭を拡張しました。

幼保連携型認定こども園の園舎・園庭は、「認定こども園
法」により、原則は同一敷地内又は隣接する敷地内にあること
とされてきました。しかし、平成28年8月8日付の通知「幼保
連携型認定こども園において新たに分園を設置する場合の取扱
いについて」により、認定こども園の分園化の基準が設けられ、
これにより、小規模の独立した園を設置せずに、本体となる幼
保連携型認定こども園の下で一体的に運営し、効果的・効率的
に教育・保育が提供しやすくなりました。

なお、本園と分園の距離は、通常の交通手段により30分以内
の距離を目安としています。

昭和24年に幼稚園として認可を受けた当園は、平成29年か
ら幼保連携型認定こども園として経営されています。平成31年
1月に「ちかたキッズハウス」の分園化が認定され、園舎の隣
接地や近隣の空き家・空き地で、０～2歳児を対象とした預か
り保育の施設（キッズハウス）を設置しています。

現在は、園舎を中心に、下記のような施設を設けています。

概略施設名
分園ちかたキッズの建設にあたり、⼯事⾞両の出⼊りや建設資材
の運搬のため、隣接する⽉極駐⾞場を借りて使⽤しました。⼯事
期間中は主に資材置き場として使⽤、⼯事完了後も駐⾞場とし
て借り、⼀部をチップでコーティングし、使⽤しています。

分園ちかた
キッズハウス・
第２運動場

園舎、キッズハウスから近い空き地で、施設利⽤者の利便向上の
ために購⼊し、使⽤しています。

駐輪場

近隣の空き家を順次購⼊しています。園舎に隣接する空き家は
所有者不明であったため、弁護⼠を通して、調停を申し⽴てて所
有権を取得しました。
特に、第3キッズハウスは、地域のお⺟さんのサークルに無償で利
⽤してもらうなど、⼦育て⽀援に役⽴てています。

第2〜第4
キッズハウス

隣地に、⼀筆の⼟地上に居住者のいる家屋・空き家・路地上の
敷地が混在していて、⾦融機関の紹介を受けて、これらをまとめ
て購⼊しました。居住者がいる２軒の家屋はそのままに、その間に
ある空き家は体育倉庫として利⽤しています。その他の空き家は
解体し、路地上の敷地部分を合わせて園庭としました。

園庭(拡張)
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居住環境の向上にもつながる高度成長期郊外住宅地での取組

・高度成長期に開発された郊外住宅地の中には、当時の時代背景も踏まえ十分な広さの敷地がな
い住宅も散見される。

・こうした住宅地で、高齢化や人口減少とともに発生する空き家・空き地の情報を、地元不動産
業者も含めた地域コミュニティで共有することで、隣地取得等を通じた住環境の向上の事例が
見られる。

隣の空き地・空き家の取得で住環境を向上
～隣地取得（毛呂山町長瀬第１、第２団地）～

隣地の取得による敷地の拡大

【住宅地・郊外地】【隣地取得・権利変換】【民間】／埼玉県毛呂山町04

実績（区画割の変化）

⽑呂⼭町・⻑瀬第１団地、第２団地

事業スキーム

⾼度成⻑期の郊外住宅地の現況

概要・経緯・実績等

埼玉県毛呂山町の私鉄駅前のこの郊外住宅地は、
昭和30年代後半に旧住宅地造成事業により開発さ
れました。当時の時代背景も踏まえ、開発区画の面
積や道路幅員などは、現在から見ると、必ずしも十
分な敷地面積や住環境の水準であるとはいえない状
況となっています。また、住宅も当初は建売分譲で、
平屋建て・土壁・板壁の延べ床面積は41㎡、２Ｄ
Ｋと、狭小な住宅となっていました。

その中で、近年の高齢化・人口減少の流れの下、
発生した空き家や空き地を近隣の住民等が取得する
ことによる居住水準・住環境向上、事業用地の拡大
といった事例が多数見られるようになっています。

【側溝を入れて4ｍぎりぎり
の道路幅員】

【分譲当初のままの平屋建
て住宅（空き家）】

※ビルドアップ率とは、区域内の建設進捗を示す指標。
※現況は、平成16年11月時点の現地目視調査。
※区画割の変化は昭和51年住宅地図との比較。

出典：国土交通省 国土技術政策総合研究所（2009）， 「人口減少社会に対応した

郊外住宅地等の再生・再編手法の開発」
http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/siryou/kpr/prn0026pdf/kp0026.pdf

【空き地・空き家の現況と区画割の変化】

⾃治体からのメッセージ
〜苦労した点、ポイントとなる点〜

・地域住民や不動産業者との意見交換を行い、立地
適正化計画等への位置づけを行いました。

※現況は、平成16年11月時点の現地目視調査。
※区画割の変化は昭和51年住宅地図との比較。

【空き地・空き家の現況と区画割の変化】
第2団地第1団地

612969全区画数

５％10％空き地率

４％９％駐車場利用

１％１％未利用

第2団地第1団地

95％90％ビルドアップ率※

７％７％空き家

81件152件隣接区画の取得

97％93％あり住宅の更新
３％７％なし
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隣接地の取得を行政が後押し

・狭小な住宅地を解消し、良質な住空間を創出するため、行政として隣接地取得を推進。
・測量費用や登記費用、取得・仲介費用等を補助。

隣地取得を通じた居住環境向上への後押し
～大東市隣接地等取得費補助事業～

【住宅地・郊外地】【隣地取得・権利変換】【自治体】／大阪府大東市05

隣接地等の取得に係る促進施策
事業イメージ

大阪府大東市では、狭小な住宅地を解消し、良質
な住空間を創出するため、隣接地を買い取る際に補
助金を交付する制度が平成29年９月１日より施行さ
れています。

概要・経緯・実績等
制度概要

事業主体からのメッセージ
〜苦労した点、ポイントとなる点〜

・長屋等狭小住宅が多い大東市の特性を踏まえて、
面積・対象者などの補助要件を検討。

・空家リフォームに対する補助事業との併用により
最大70万円を補助。

・金融機関との連携によるローン金利の引き下げも。

※隣接地…対象者が所有する住宅地と2ｍ以上境
界を共有する土地で、50㎡以下の民有地（建物
があっても可）

■目 的 ：住宅地における敷地増しを促進し、ゆとり
ある良好な住宅地の形成を図るため、大東
市隣接地等取得費補助金を交付。

■施行日 ：平成29年９月１日
■対象者 ：
・大東市に住宅の用に供する土地や建物を所有する個人。
・宅建業法の免許を受けて宅建業を営む者。
■対象地域：土砂災害特別警戒区域を除く地域
■補助対象：１.測量費用・明示費用 ２.登記費用

３.不動産仲介手数料 ４.不動産取得費用
※隣接地上の建物取得に係る費用も含む。

■補助額 ：最大50万円
※１.～３.に係る費用の２分の１、

4.に係る費用の10分の１
■主な要件：
①交付申込時において、対象者が１年以上現住宅地に居

住していること。（個人のみ）
②買取後の土地が、建築基準法における建築可能要件を

満たす土地であること。
③交付申込時において、隣接地および隣接地上の建物の

所有権を所有し、所有権移転登記を完了していること。
④隣接地等について、対象者およびその配偶者の２親等

以内の直系親族が所有していたものではないこと。

実績

令和
４年

令和
３年

令和
２年

令和
元年

平成
30年

平成
29年※令和４年は見込み値

０件３件２件２件５件６件隣接地等取得費補助事業
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屋敷の跡地を、園児の遊び場・地域のオアシスとして利用

【住宅地・郊外地】【隣地取得・権利変換】【民間】／東京都町田市

・豊かな木々、農園、遊具もあり、子どもたちがのびのびと遊べる広場として整備
・地域にとっても憩いとコミュニケーションの場として利用できる貴重な空間へ

みんなの果樹園・農園・交流の場
～小鳥の森の広場～

06

学校法⼈ ⽟林学園
http://www.kakinomi.com/kotorinomori/index.html

「⼩⿃の森広場」

広場内の施設

経緯

地域での利用実績

住宅街の中に整備された「小鳥の森広場」は、学校
法人玉林学園の園長の方が個人で所有しており、日常
的には近隣にある幼稚園・保育園の園児の遊び場、学
びの場として利用されています。

さらに、園児以外の地域の子どもの遊び場や、地域
のイベント等で利用することもでき、地域のオアシス
としても重要な役目を担っています。

地域で活動をしている「さくらと緑のプロジェク
ト」チームによって、年に1回、「小鳥の森広場」
で「葉っぱを集めて焼き芋会」が開催されています。

当該イベントは、2016年から現在まで毎年12月
に行われており、毎年180人程度の参加者を集めて
います。

概要・実績等

事業主体からのメッセージ
・憩うには心も体も休むことかな。「休」とは「人が

木のそばにいること」。少しでも地域に、子どもた
ちに緑の広場を、また土を耕して野菜を育てる場を
残したい一心です。

1）玉川学園町内会ホームページ（https://tamagawagakuen-chonaikai.net/）
2）学校法人王林学園 ことりの森保育園パンフレット

もともと広大なお屋敷があった跡地に10戸程の分
譲住宅を建設する計画がありましたが、地域ではその
利活用方法の見直しに対して声があがりました。近隣
で幼稚園（後に保育園も開園）を経営していた学校法
人玉林学園では、自然や子どもたちに農体験を通した
学びの場をつくりたいという思いがあり、卒園生の地
域の方からの情報提供を受け、約1,200㎡の当敷地
を購入し、「お子さんたちを木々に囲まれた環境の下、
小鳥や虫さん達と一緒にのびのびと育てたい」との思
いで広場として整備することとなりました。

現在は、園児が畑で育てた作物を幼稚園の催しで活
用したり、自身で食したりしながら、自然の大切さに
ついて学んでいます。

広場の中の自然は、お屋敷があった頃からのものを
継承していますが、その中に様々な施設を配置してい
ます。広場づくりにあたっては、整地や樹木の枝打ち、
側溝の整備などを、幼稚園の職員の方を中心に、保護
者の方や園児の協力も得ながら手作りしました。
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「オリジナル屋台」の開発など、創意工夫、
個性にあふれた狭長駐車場の有効活用

・細長い駐車場となっていた中心市街地の市場跡地を屋台通りとして再生。
・市民ボランティア等が立ち上げた組織が中心となり、屋台通りを実現・運営、にぎわいを創出。

細長い駐車場が20軒の屋台通りに
～帯広を元気に！北の屋台（いきぬき通り）～

【まちなか】【建物・工作物利用】【民間】／北海道帯広市07

いきぬき通り 北の屋台 http://kitanoyatai.com/

いきぬき通り「北の屋台」 経緯・実績等

実績等

【平成10年１月】「一条市場」が火災で焼失、跡地は通り抜
け型の駐車場に。

【平成11年】陳情型ではなく、自分達の資金と行動力でまち
づくりに参加しようという人々や他のまちづくり団体等から
数十名が集まり、「まちづくり・ひとづくり交流会」を設立、
「屋台」というキーワードを見つけて調査研究を開始し、
「北の屋台ネット委員会」に組織変更。その後、「十勝型オ
リジナル屋台」の開発や広報活動を展開。

【平成12年】委員会メンバーを主体とする「北の起業広場協同
組合」を設立。

【平成13年７月】「北の屋台」オープン。令和2年4月17日、
新規店舗が加わり、第７期リニューアルオープン。

1）北の起業広場協同組合HP ／北の屋台HP http://kitanoyatai.com/
2）久保（2004）：一般財団法人北海道開発協会 広報誌「開発こうほう」通巻
487 号http://www.hkk.or.jp/kouhou/file/no487_chiiki.pdf

事業主体からのメッセージ
〜苦労した点、ポイントとなる点〜

・市内商店街、ホテル、タクシー協会等との連携。屋台の現状を常
にＰＲする為の情報発信。

・店主との信頼関係構築。「人」を中心に据えたコンセプトの堅持。
・3年毎のメンバー入替によるモチベーションアップと、屋台卒業

メンバーのフォローアップ。
・農産物の大生産地である十勝の強みを生かした「地産地消」の推

進。
・地域の魅力をお客様へ伝える事の出来る店主の教育。旬の情報

（各種イベント等）の提供。

■廉売市場から駐車場、北の屋台へ
北海道帯広市「北の屋台」は、かつて帯広に数多く存在し

ていた「通り抜け」型の市場（廉売市場）が火災で焼失、跡地

が細長い19台分の月極駐車場となっていた土地を屋台村とし

て活性化した事例です。

水道や電気、ガスや厨房施設が整備されており、屋台形式の

まま保健所から飲食店として正式な許可を取得し、魅力的な飲
食サービスを提供、商店街等地域との連携も図りながら街にに

ぎわいをもたらしています。

経緯・体制等

売上来客数飲食部門

２億1,000万円15万3,041人初年度

２億3,000万円15万3,378人２年目

3億3,000万円11万7,000人16年目

３億5,000万円12万人17年目

３億5,000万円12万人1８年目
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市事業により生じる暫定的空き地での賑わい創出の任務を終了し
新しい場所での別の事業展開を開始。

・区画整理に際し発生した空き地にコンテナを活用した事業空間を設置し、ギャラリーや物品販
売、集会・展示等の場として利用してきた。

・平成30年9月、区画整理の進行に伴い“深谷ベース”としての利用を終了。
・コンテナは平成31年春から別の敷地に移設し、賑わい創出のための新たな事業展開を開始。

コンテナを利用した、移動可能な事業空間
～深谷ベースで街の賑わいを創出～

お問い合わせ先
埼玉県深谷市商工振興課

新たな展開へ

【まちなか】【建物・工作物利用】【自治体】／埼玉県深谷市08

深⾕ベース(FUKAYA BASE)

【目的】市内の団体又は市内で活動を行う団体が、
深谷市産業交流施設（深谷ベース）を活用した「に
ぎわい創出事業」を支援。
【支援内容】
（１）公共施設や物品の確保
（２）広報媒体による周知
（３）関係機関との連絡調整

事業スキーム

①区画整理事業のために先行取得し、結果として遊休
地となっている市有地にコンテナ・ウッドデッキ等を
購入・設置。「深谷市産業交流施設（深谷ベース）」
とネーミング。
②「深谷市産業交流施設活用支援事業」として、市民
等に安価に貸し出すとともにソフト的な支援を実施。
③今般、当初目的を終了し、移設後、新たな事業を展
開。

各種コンテナ(貸出対象)

概要〜⽬的・⽀援内容

埼玉県深谷市では、「区画整理進行中でも街の賑
わいを創出したい」として、空地にコンテナをモ
チーフとしたユニットボックスを設置しました。

基礎には移転可能なものが使用されました。
コンテナを中心とした開放的な空間として、まち

なかのにぎわい、そして市民活動の拠点と位置付け
られていました。

キッチンラボ ふかやギャラリー ウッドデッキ&ガーデン

事業主体からのメッセージ
〜苦労した点、ポイントとなる点〜

深谷ベースとして
・苦労した点：市民への理解を広げること。
・ポイント：いかにして住民の理解を得て、住民の

活動として展開していくか。
移転先として
・苦労した点：現地でのイメージの調和をとること。

新たな場所での新事業展開
↑

区画整理事業の進捗により当初目的終了
↑

イベントや交流スペースとして活用
↑

コンテナハウス
※区画整理の進捗により移設

↑
遊休市有地

（区画整理事業のために先行取得）

今後の事業展開
深谷市産業交流施設（深谷ベース）の目的である
“にぎわい創出”をそのままに、より強力に施設を
利用しています。
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行政による整備と民間による柔軟な運営の連携プレー

・シャッター通りとなった商店街で、建物除却後の民間空き地に行政が広場やコンテナハウスを
整備。

・広場やコンテナハウスの運営を民間に託し、民間活力を引き入れ、商店街を活性化。

官民連携で生まれた中心市街地のしばふ広場とコンテナハウス
～多世代交流スペース～

【まちなか】【建物・工作物利用】【官民連携】／山口県宇部市09

多世代交流スペース（⼭⼝県宇部市）

シャッター通りとなった商店街で、平成20年度から
アーケードや周辺建物の除却が行政により行われました
が、景気の低迷もあり空き地の活用が進まず、にぎわい
がなかなか取り戻せない状況にありました。

そこで、行政が民間の空き地に、にぎわい創出の起爆
剤となるよう、しばふ広場とコンテナハウスを整備した
後、（株）にぎわい宇部へ管理運営を委託し民間活力の
誘導を図りました。事業スキーム

概要・経緯・実績等
しばふ広場とコンテナハウスで構成される「多世代交

流スペース」は、宇部市により整備され2016年９月に
オープンしました。このスペースは、暫定的な利用のた
めの空間であり、中央町周辺に広がっている低・未利用
地のしばふ広場化により、環境改善の効果や地区ポテン
シャルを向上させることで、長期的には新たな土地利用
や活用需要を高めることを目的として整備されたもので
す。 1）

経緯等

【多世代交流スペースの施設】
・起業・創業支援コンテナ
・若者クリエイティブコンテナ
・しばふ広場
・コミュニティガーデン
・駐車場・トイレ棟
【活動実績】
・多世代・異業種の意見交換や交流連携
・起業・創業支援、移住定住の相談
・イベント・セミナー開催

1）宇部市ウェブサイト（多世代交流スペース）
https://www.city.ube.yamaguchi.jp/machizukuri/toshikeikaku/chuushin
shigaichi/1005655.html
2）株式会社 にぎわい宇部HP http://nigiwai-ube.co.jp/main/
3）ソトノバHP http://sotonoba.place/sotonobaaward201706

【図 多世代交流スペースの事業スキームと
管理運営体制】3）

事業主体からのメッセージ
〜苦労した点、ポイントとなる点〜

・土地の地権者にまちづくり事業の協力を得ること
・集客が期待できるカフェの誘致

・宇部市、宇部商工会議所が連携し、中心市街地の活性
化とエリアマネジメントに寄与し、収益的自立と公共
の福祉向上を目指すことを目的に、まちづくり会社
「株式会社 にぎわい宇部」を設立。2）

・宇部市が地主から土地を借り上げ、整備を行うととも
に、運営を「にぎわい宇部」に委託することで、様々
な主体と連携しての機動的な活用を実現。

多世代交流スペースの施設と様々な活動
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佐賀市「わいわい!!コンテナ2」プロジェクト – コンテナから街なかへ –
事務局：NPO法人まちづくり機構ユマニテさが http://www.waiwai-saga.jp/

中心市街地の空き地利用を占い、アイデアも問うプロジェクト

【まちなか】【建物・工作物利用】【官民連携】／佐賀県佐賀市

・街なかの低未利用地を市が借地し、芝生広場とコンテナを用いた図書館等を設置して一般開放
・市民・コミュニティ等のアイデアを活かせるようなチャレンジコンテナも設置し、空間として

利用者同士の交流や街なかの回遊性向上を促し、最終的には近隣エリアの賑わい創出を企図

市が借り上げた民有空き地にコンテナ活用の「空き地リビング」
～わいわい!!コンテナ２～

10

佐賀市「わいわい!!
コンテナ２」は、民有
の低未利用地を市が借
地し、コンテナを用い
た雑誌図書館や芝生広
場に転用し一般に開放
することで、来街者の
増加、利用者の交流促
進と街なかの回遊性向
上を促すというプロ
ジェクトです。

このような市民・コ
ミュニティ等の活動拠
点を創ることで、中心
市街地に回遊性を生み
出し、最終的には近隣
エリアの活性化につな
げる狙いがあります。

「わいわい!!コンテナ２」
経緯

実績等

社会実験『わいわい!!コンテナ1』
2011年６月～2012年１月

『わいわい!!コンテナ2』
2012年６月～

【わいわい！！コンテナ2】利用者数の推移

概要・実績等

事業主体からのメッセージ
・イベント等による非日常的な集客ではなく、日常の暮

らしの中で誰もが気軽に集い、憩える拠点となるよう、
小さなワークショップを積み重ねながらコミュニティ
活動の醸成を行ってきました。コンテナの利用者数は
もとより、近隣エリアへの店舗等の進出によりエリア
全体として日常的な賑わいの風景を創出しています。

2011年３月 「佐賀市街なか再生計画」策定
2011年６月 わいわい!!コンテナ１開始（社会実験）
2012年１月 わいわい!!コンテナ１終了

※終了後は市が買い取り、コンテナを撤去して
街なか緑地広場として活用中

2012年６月 わいわい!!コンテナ２開始（当初：社会実験）
※2023年2月現在も継続中

2013年〜 わいわい!!コンテナ２の敷地に面する通り沿い
（近隣エリア）に、新たな店舗やシェアオフィ
ス等が相次いで出店中
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商店街メンバーを中心とした「まちづくりのエンジン」と行政とが連携

・商店街の中心的存在であったスーパーマーケット跡地での多世代交流施設・店舗の立ち上げ
などで「商店街」としての再活性化。

・あいまいな目標設定でなく明確なノルマを課したテナントミックスサポートマネージャー
（通称：サポマネ）を公募することで、責任感のあるエリアマネジメントが実現。

公募による専門家主導のエリアマネジメント
～空き店舗等を活用した油津商店街の活性化～

株式会社油津応援団 http://www.aburatsu-o.com/

【まちなか】【建物・工作物利用】【民間】／宮崎県日南市11

ABURATSU COFFEE

油津yotten ・ カープ館

あぶらつ食堂 カープ一本道 fan! Aburatsu Bar&Hostel

よろず支援拠点

複合機能ビル
Ittenほりかわ

子育て支援センター ことこと

新規 ２９ 店舗誘致

油津商店街と周辺概要

宮崎県⽇南市、油津商店街

・平成24年度より「日南市中心市街地活性化事業」を実施
・その一環として、平成25年度にサポマネを全国公募し、

333人の応募の中から選定

【アーケードこども館・まちなかフリースペースYotten・多世代交
流モール油津Yottenの来場者数推移（H24.6～H29.2）】1）

油津商店街の変遷（最盛期と活性化前の姿）

経緯・実績等
経緯

実績等

１）日南市・油津まちづくり会議（2017）「日南市中心市街地活性化事業
報告書」
http://www.city.nichinan.lg.jp/main/c618e53e6e4506785ba9c506a742c8e4.pdf

【昭和40年代の油津商店街
（銀天街）】1）

空き店舗や空き地が目立つシャッター通りとなっ
ていた日南市の油津商店街では、関係者が一体と
なって「油津商店街再生」の取組を推進しました。

その一つの契機は、市による中心市街地活性化事
業の中で、『４年で20店舗のテナントを誘致する』
というミッションと、強いリーダーシップでまちを
総合的にプロデュースできるテナントミックスサ
ポートマネージャー（サポマネ）を全国公募したこ
とです。そして、着任したサポマネと商店主や住民、
行政とで連携しながら自走できる商店街を目指して
取組を進めました。

サポマネの積極的な誘致活動により、目標の20店
舗に対して29店舗のテナント誘致を達成しました。

新規店舗の中には、IT企業のオフィスや保育施設
など、従来の商店街とは違った機能も誕生しました。

活性化の実績を踏まえ、2016(H28)年、油津商店街振興会
が経済産業省により「はばたく商店街30選」に選定。1)

事業主体からのメッセージ
〜苦労した点、ポイントとなる点〜

・住民、商店主、サポマネ、行政とのコミュニケーショ
ンづくり。

・商店街が自走できる仕組みづくり。

【平成25年の油津商店街】1）

新規店舗誘致数
・目標 20店舗 → 実績 29店舗
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自然が感じられる空き地にテントを張り、経営合宿
企画会議、社員研修等を行うことができるスペースを提供

・地方都市の郊外の空き地を、都市部の会議室にはない非日常空間を創出できる「キャンピング
オフィス」として活用し、新たな発見や価値観を共有できるきっかけをつくります。

・空き地を活用して、地方の地主と都市部テレワーカーの関係を構築します。

一般社団法人コトハバ
組織形態：任意組織
https://www.windandhorn.com/

【住宅地・郊外地】【建物・工作物利用】【民間】／群馬県みなかみ町12

絶景空き地でのキャンピングオフィスを通じた
都市部テレワーカーとの関係性構築

～一般社団法人コトハバ～

取組の背景

事業スキーム

経緯・実績等

事業主体からのメッセージ
・都市部テレワーカーの皆さん、ファミリーのみなさん、一

棟貸の環境で、リフレッシュしましょう。企業のチームビ

ルディングの機会としてもおすすめです。

みなかみ町の象徴の一つである谷川岳を眺望できる空き地
を活用してキャンピングオフィスを期間限定で設営し、都市
部テレワーカーと地域が関係性を構築するきっかけを醸成し
ます。

みなかみ町は高齢化の進行等により、空き家・空き地の権
利分散が進み、第三者が新たに空き家・空き地を取得するこ
とが難しくなっていますが、一方で、地主が空き地の利活用
イメージを見出せずに困っていたり、農地転用、土地の売買
などに関わる手続きなどに関する相談ができなかったりと
いった理由で空き地が放置されている現状があります。

経緯

空き地におけるキャンピングオフィスをきっかけとして、
都市部テレワーカーが来訪し、地主との交流機会を作りま
す。地主には、空き地が活用されることで新しい活用 イ
メージが生まれ、そのイメージをもとに専門家（地域の不
動産業者、土地取引の専門家）からのアドバイスを受ける
ことで、地主だけでは着想できないような活用イメージを
生み出すとともに、都市部テレワーカーとの関係づくりを
構築していきます。

平成30年度は、「空き地対策の推進に向けた先進事例構築
モデル調査」の一環として、実験的に取組が実施されました。
その中で、風通しの良い空き地だからこそ、土埃対策や防風
対策が当面の課題として挙げられました。

今年度は、キャンピングオフィスとして運営・サービス提
供を開始することを目的に、上半期に屋内施設の整備を中心
に実施しました。そして、屋内ワーキング施設での運営・
サービスを開始しました。

実績・今後の課題

件数利用内容

3件企業合宿利用

32件ファミリー利用

3件イベント利用

10件視察・内覧

2022 年 度 か ら は 、
ファミリー層にフォーカ
スし、WEBのリニュー
ア ル、 グ ー グ ル 広 告 、
SEO対策等によって、右
表のような結果を生み出
しました。

令和4年2月から令和5年2月時点
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https://team.nipponia.or.jp/

地域資源を生かした「工夫と仕組み」による
民間事業を通じた空き地・空き家の活用と地方創生

・ハードとしての古民家の再整備だけでなく、地域住民や自治体とも協働し、古民家を活用する
ための事業をマネジメント。

・古民家アセットマネジメントを持続的に発展・展開し、事業化させるためのノウハウを蓄積・
提供。

日本のココロ、古民家を価値のあるものとしてリノベーション
～古民家アセットマネジメント・NOTE「NIPPONIA」～

【住宅地・郊外地】【建物・工作物利用】【民間】／兵庫県丹波篠山市13

「NIPPONIA」とNOTE

・関西圏国家戦略特区の特区事業認定「歴史的建築物
等に関する旅館業法の特例」。

・城下町や農村地域において、玄関帳場（フロント）
設置義務などに係る規制緩和。

・NOTEは2016年より100棟以上もの古民家再生・
活用に携わる
（例）篠山城下町ホテルNIPPONIA（丹波篠山市）

NIPPONIA 秩父 門前町（秩父市）

事業スキーム

NIPPONIA事業では、地域に根差したまちづくり開発を行っていくために、地
域のプレーヤーと共に事業主体となるまちづくり会社を新規組成し、持続的に開
発を行うための仕組みを構築しています。

篠⼭城下町ホテル NIPPONIA http://sasayamastay.jp/

概要・経緯・実績等
活用した制度等

実績等

■エリアマネジメントとNIPPONIA
NIPPONIAは、各地に残る古民家を、その歴史性を尊重

しながら客室や飲食店、または店舗としてリノベーション
を行い、その土地の文化や歴史を実感できる複合宿泊施設
としてエリアマネジメントを行うまちづくり事業です。

この事業は、2009年に設立した一般社団法人ノオトが
手掛けていた取組みを原点に、株式会社NOTEが事業とし
ての仕組みを構築し、2015年に、丹波篠山市で特区事業
認定を活用して実現した「篠山城下町ホテルNIPPONIA」
で初めて形になりました。本事例は、建築基準法の緩和や
旅館業法の特例、また観光活性化マザーファンドの出資を
受けての実施など、数多くの“今後の地方創生のあり方”
を見ることができる先導事例として評価されました。その
後旅館業法が改正され（平成30年6月施行）、特例とし
て認められていた内容は一般化されています。

篠山城下町ホテル NIPPONIAは、篠山城下町全体を
ゆるやかにひとつのホテルと見立て、築100年超の古
民家を含む８つの宿泊棟が町に分散する宿泊施設です。

・明治前期に建てられた地域の名士の住宅を宿泊施設として再
生（篠山城下町西町の旧山陰街道沿い）

【地域ごとに構築する事業体イメージ】

古民家再生（ONAE棟）

事業主体からのメッセージ
〜苦労した点、ポイントとなる点〜

・持続可能な事業スキームを地域ごとに構築。
・民間からの資金調達で事業を実施、展開。
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地域に点在する空き地を活用し、地域独自の課題解決へとつなげる

・震災後、利用されていなかった空き地を活用し、地域独自の課題である異文化交流の促進へ
・空き地を活用して、多文化共生ガーデンづくりを目指す団体の中間支援を実施

所有者や自治会にかわる第３者による空き地の管理・活用
～多文化共生ガーデン～

【住宅地・郊外地】【緑地・菜園等】【民間】／兵庫県神戸市14

多⽂化共⽣ガーデン

実施体制

実績等

事業主体からのメッセージ
・多文化共生ガーデンは地域課題を空き地の課題とセッ

トで解決するモデルケースとして支援しました。これ
をきっかけに、多岐にわたる他の地域課題についても
空き地とともに解決に導くことが取組のポイントです。

整備ワークショップ取組の背景

■第１回【日時：2020年2月1日（土）】
参加者：31名
内 容：①ベトナム料理でランチ交流

②草取りしながら、お宝をさがす

■第２回【日時：2020年2月16日（日）】
参加者：19名
内 容：瓦礫を使って空き地の地面を

彩る穴のデザイン

■第３回【日時：2020年2月22日（土）】
参加者：16名
内 容：空き地に配置しているボルトにさせる

ように紙管に穴を開けていく

■第４回【日時：2020年2月2９日（土）】
参加者：1７名
内 容：①紙管でイスづくり

②紙管をデザインする
③紙管と廃材を使って看板づくり

今後の展望

多文化共生ガーデン
友の会だけでなく、地
域住民も利用できるス
ペースをあわせて整備
し、地域住民と定住外
国人の交流を促進して
いきます。

兵庫県神戸市長田区では、定住外国人が増加している
ことを受け、文化の違いによって生じる誤解や差別意識
を和らげるために、交流を創出する等の対応が求められ
ています。そこで、一級建築士事務所こと・デザインは
地域住民と定住外国人の交流を図るための菜園（多文化
共生ガーデン）づくりを目指す団体を支援する取り組み
を行いました。

長田区内には阪神淡路大震災後、手つかずのまま管理
不全となった空き地が点在していることから、これらの
空き地を活用し、地域住民や定住外国人を巻き込んだ、
多文化共生ガーデンづくりのワークショップを実施しま
した。

空き地を活用するにあたって、まず、まちづくり協議
会やふれあい喫茶等で、課題空き地に関する情報収集を
実施し、候補地となる空き地を調査しました。

また、候補地において、多文化共生ガーデンを整備す
るにあたり、空き地地域利用事業整備補助金を申請する
ため、土地権利の整理、登記の整理を支援しました。

さらに、空き地の活用団体に対して、補助事業申請の
手続きや整備に向けた技術的な支援等を実施しました。

空き助ながた
事務局
一級建築士事務所こと・デザイン
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市民との協働によるコミュニティ・ガーデンの創出

・使われなくなった土地、いわゆる空き地に市民と行政が手を加え、住民が使える「地域の庭」
とすることで、オープンスペースを活用したまちを作る。

・土地を貸したい人、土地を使いたい住民、活用の支援をしたい人の情報を集約し、需給をマッ
チングさせる。

使われていない土地を「地域の庭」に
～ カシニワのすすめ ～

【住宅地・郊外地】【緑地・菜園等】【官民連携】／千葉県柏市15

カシニワ制度
千葉県柏市のカシニワ制度は「カシニワ情報バンク」

と「カシニワ公開」の２本の柱から構成されます。

カシニワ情報バンク

土地を貸したい土地所有者、使いたい市民団体等、活
動を支援したい法人等に関する情報を集約するとともに、
両者のニーズのマッチングを行うもので、公園に代わる
新たな公共的空間の創出等を目的としています。

カシニワ公開

個人の庭、樹林地や空き地を、
オープンガーデンや誰でも利用でき
る地域の庭として、一般公開できる
よう市に登録するものです。

市内のカシニワを一斉に公開する
「カシニワフェスタ」も毎年開催さ
れており、地域の庭の見学や利用を
通じ、市民等の人々が楽しみながら
交流を深める機会を創出し、地域の
魅力向上に寄与することを目的とし
ています。

趣旨・実績
趣旨

人口減少や少子高齢化等、社会構造の変化に伴い発生する適
切に管理されない樹林地や空き地などの未利用地を活用するこ
とにより「都市のスポンジ化」を抑制し、もって持続可能なま
ちづくりを推進するための制度です。

登録のメリットとして、土地所有者の方は未利用地の維持管
理を市民団体等に任せることができ、市民団体等の方は多様な
目的で活用が図れるとともに、本市の外郭団体である一般財団
法人柏市みどりの基金から助成金の交付を受けられます。

実績（R5.２.２０時点）

【カシニワ情報バンク】
・土地登録件数 113件
・団体登録件数 70件
・支援登録件数 25件

事業主体からのメッセージ
〜苦労した点、ポイントとなる点〜

広場としての活用や交流イベント、野菜の収穫体
験などお好きなグループで自由に活動できます。

【カシニワ公開】
・オープンガーデン 81件
・地域の庭 39件
・里山 19件
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法律や財団独自の「しくみ」を活用した、
地域の緑としての民有地の保全と利活用

【住宅地・郊外地】【緑地・菜園等】【官民連携】／東京都世田谷区

・「市民緑地」「小さな森」等の制度により、民有の緑地を所有者と連携し公開することで、
みどりの保全や地域コミュニティの形成に寄与。

・「市民緑地」は、当該財団や自治体との連携により、税制優遇や維持管理上の手間・コストの
軽減等の所有者メリットも存在。

民有の樹林地や庭を保全し、地域コミュニティの緑として活用
～（一財）世田谷トラストまちづくりによる緑の創出・保全～

16

実績等（令和５年３月末見込み）

1５件（「市民緑地」制度）

1７件（「小さな森」制度）

3６グループ（「３軒からはじまるガーデニング支援制度」）

世⽥⾕トラストまちづくりの主な事業

市民緑地 事業スキーム

経緯・実績・特徴等
世田谷区内のみどりはその約６割以上が民有地によって占

められており、これらの保全が一つの課題となっていました。
その中で、世田谷区内でトラスト運動を進めてきた財団では、
地価の高い区内の土地の買取を行うことは困難なことから、
土地所有者との使用貸借契約により保全・公開する「市民緑
地制度」、財団独自の「小さな森制度」、「３軒からはじま
るガーデニング支援制度」など、みどり保全・みどりを通じ
たコミュニティ形成を進めています。

出典）一般財団法人世田谷トラストまちづくりHP

事業主体からのメッセージ
〜苦労した点、ポイントとなる点〜

・住宅都市の一角を「公開」するため、近隣等に対する所有
者が抱える不安を財団がサポートしています。

・民有地であるため、相続発生時にはやむを得ず消失するこ
ともあり得るとして取組んでいます。

「市民緑地制度」以外の取組等

■「小さな森」制度
・50平方メートル以上でひとかたまりの民有緑地を「小さ

な森」として登録。
・年数回のオープンガーデン時には小さな森ボランティアの

手伝いもあります。
・必要に応じて庭づくりのアドバイスを受けられるメリット
（税減免、維持管理の費用軽減などは無し）。

「市民緑地」制度

• 民有地の緑地
• 300平方メートル以上の広さを持つひとかたま
りの民有地

• 公道に接していること(一部でも可)

対象とな
る土地

５年以上(相続税の優遇措置は20年以上の契約が
条件)

契約等

• 固定資産税、都市計画税の10割減免
• 相続課税対象となる市民緑地契約をした土地の
評価を2割軽減(契約期間が20年以上の場合)

• 維持管理の手間と費用の軽減(年間の必要な緑地
の維持管理を財団が支援)

土地所有
者のメ
リット

■３軒からはじまるガーデニング支援制度
近隣の３軒以上の人たちが、
誰もが景観を共有できる道路
沿いの民有地の場所を、みど
り豊かな環境にやさしい街並
みにするための協定を結び、
その活動をすすめることに対
し、支援するとともに、地域
コミュニティの創出も図るこ
とを目的にした制度です。

緑地所有者
（「300㎡以上」等の条件有）

（一財）
世田谷トラストまちづくり

世田谷区
補助金・連携

・固定資産税、
都市計画税の減免

・相続税評価の軽減
維持・管理・公開

所有する空き地等を提供
（無償の使用貸借契約）
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借上賃料による収益を確保しながら市民ニーズに対応

・地域貢献に意欲的なオーナーの意向を踏まえ、農園としての運用を提案。土地を区画割りし、
市民農園として地域へ貸し出す「ホワイトファーム」を運営している。

・借上賃料を借地の相場地代より高く設定することで、不安材料が少ない新たな土地活用として
注目されている。

株式会社ホワイトホームズ
組織形態：株式会社
https://www.white-homes.com/

17

収益を得ながらコミュニティ形成に寄与する土地へ
～レンタル農園 ホワイトファーム～

レンタル農園
ホワイトファーム

【住宅地・郊外地】【緑地・菜園等】【民間】／東京都大田区

株式会社ホワイトホームズ

事業スキーム

ホワイトファームの概要

事業主体からのメッセージ
・地域の方の利用がほとんどで、週末は家族づれで来る方も

多く、コミュニティの場にもなっています。

・空き区画が多かった当初は雑草もかなり生えてくるのでメ

ンテナンスには手間がかかりました。

株式会社ホワイトホームズは、従業員数22名、東京
都大田区に拠点を置く49期を迎える歴史ある企業で、
地域に根差して、マンション・アパート・貸家賃貸仲介
及び賃貸管理、土地建物売買及び仲介業務、土地建物管
理及び分譲業務、建築・リフォーム工事、コインパーキ
ングの運営等の業務を行っています。その業務の一環と
して、「レンタル農園 ホワイトファーム南久が原」を
企画し、管理・運営も手掛けています。

概要

全28区画から構成され、
最小1.8×1.8mから、最
大3.6×3.6mの区画まで、
4種類が用意されています。
休憩スペースや水道設備
も完備され、希望に応じ
て水やりのサポートもあ
ります。

住宅地において、地域貢献に積極的なオーナーの意向
をくみ、区画割りして市民農園として貸し出す「ホワイ
トファーム南久が原」を企画し、運営管理を行っていま
す。借地借家法の適用外となるため、一時的な有効利用
が可能になる上、借上賃料を借地の相場地代より高く設
定していることから、一定の収益が期待できる土地活用
として期待されています。

《ホワイトファーム南久が原》
○所在地：東京都大田区南久が原2-15-17
○面積：約173.25㎡（52.4坪）
○期間：１年間（更新可）
○初回手数料：11,000円
（※2年目以降は3,300円）
○敷金：賃料の2か月分
○ロッカー：525円／月

賃料(⽉)⾯積区画

3,300円1.8×1.8m1〜19

4,620円1.8×2.7m20〜26
11,000円3.6×3.6m27

9,240円2.7×3.6m28

実績

経緯

ある企業が所有する土地で、「何か地域に役立つこと
に活用したい」という意向がありました。そこで、ホワ
イトホームズが農地として活用することを提案、地域の
住民から利用され、憩いの場にもなっている「ホワイト
ファーム」の実現に至りました（平成25年より運用）。

近隣の高齢者やファミリー層に利用されており、特に
庭がないマンション居住者の利用が多くなっています。
また、比較的、長期で利用されている方が多い傾向と
なっています。

全28区画のうち、空き区画なしとなっており、高い稼
働率になっています。

23



コミュニティガーデンの選定・企画・運営を
住民自ら責任をもって取り組んでいる

・市有地の利活用について住民が自ら提案し、ワークショップを重ねながらコミュニティガーデ
ンの使い方やゾーニングを決定。

・芝生管理や花壇づくり、農作物栽培に取り組むとともに、サマーフェスタや収穫祭等、様々な
イベントの企画・運営も行い、地域コミュニティの形成や広がりに貢献。

今宿コミュニティガーデン友の会
組織形態：任意組織
http://imacom.org/

【住宅地・郊外地】【緑地・菜園等】【民間】／神奈川県横浜市18

今宿
コミュニティガーデン

遊休地を農園として活用し、３世代交流によるまちづくり
～今宿コミュニティガーデン～

Imajuku Community Garden’s colorful team

今宿コミュニティガーデン友の会

・第38回横浜市社会福祉大会にて、地域福祉の向上と発展に寄
与したことに対して感謝状が授与されました。

・神奈川県立よこはま看護専門学校の老年看護学の実習を平成
19年12月より毎年学生10人を受け入れ実施、コロナ対応で
一時中断しましたが、令和4年より再開、16回目になります。

・イギリスの総合誌「MONOCLE」の2020年７・８月合併号
の世界コミュニティガーデン特集で紹介されました。

・令和3年度の収支内訳は以下の通りとなっており、助成金等に
頼らない自立的な運営が行われています。

事業スキーム

コミュニティガーデンの概要

実績等

コミュニティガーデンの事業スキームでは、横浜市が
所有する未利用地を使用し、今宿コミュニティガーデン
友の会が中心となり、住民自ら整備・企画・運営に取り
組んでいます。横浜市は、住民の自主性を重視し、協働
事業や助成事業等の活用提案など、活動の側面支援を
行っており、公民の良好な関係が構築されています。

事業主体からのメッセージ
・『3世代交流による顔の見えるまちづくり』をめざし「遊休
公有地を活用」して取り組み18年経ちました。今では【まち
の風景の一部】のようになり、地元小学校の【総合学習の
場】としても活用されていることをうれしく思います。

平成16年に旭区の呼びかけで横浜市所有の未利用地
利活用を地域で検討することとなり、住民からのコミュ
ニティガーデンとしての利用提案が承認されました。平
成17年より、検討メンバーによる準備が始まり、一般
公募で管理運営委員会が設置され、役員・規約などを決
定し、5月に「今宿コミュニティガーデン友の会」が発
足しました。

その後、草取り・石や根の除去・造成作業などに取り
組み、ワークショップを積み重ねてコミュニティガーデ
ンの使い方やゾーニングを決定しました。住民主体で農
作物の栽培に取り組むとともに、サマーフェスタや収穫
祭など、様々なイベントの企画・運営も行い、地域内外
から多くの個人・団体が参加する活動へと発展していま
す。

今宿
コミュニティガーデン

コミュニティガーデン
の選定・企画・運営に
関する合意形成、参加
の呼びかけ等

今宿コミュニ
ティガーデン

友の会

地域住民・
市民

横浜市

市有地の提供
（年度ごとに承認）

協働事業等の連携等

ガーデンづくり
イベントへの参加、会費等

約600㎡のコミュ
ニティガーデンの基本
設計は、地域の議論の
結果、斜面地となった
地形を考慮し、芝生の
イベントゾーン、ハー
ブゾーン、フラワー
ゾーン、学習体験ゾー
ン、果樹ゾーン、堆肥
マスに棚田のように分
割されています。

⾦額収⼊

24,000円個⼈会員(2４名)会費

60,000円賛助会員(企業)会費

5,000円事業収⼊

89,000円合計

⾦額⽀出

17,197円事務費

28,269円材料費

43,534円事業費

89,000円合計

企業
（7社）賛助会員

会費
企画・運営、
及び管理
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参加者の主体性を段階的に引き出しながら、農園づくりや様々な
イベント、小さなプロジェクト等を展開し、新たなコミュニティを構築

・民間が所有する空き地・空き家を活用し、近隣住民をはじめ、アーティストやデザイナー、
農業や食の専門家等を巻き込みながら、地域が主体となった農園づくりを展開。

・「農」や「食」をテーマにした勉強会やワークショップ等の学びの機会、BBQなどの交流、
自分たちで企画を作るチャレンジの機会をつくり、参加者の主体性やチャレンジ機運醸成へ。

遊休地を農園として活用し、地域の新たなコミュニティ再生へ
～北加賀屋みんなのうえん～

一般社団法人グッドラック
組織形態：一般社団法人
https://minnanouen.jp

【住宅地・郊外地】【緑地・菜園等】【民間】／大阪府大阪市19

⼀般社団法⼈グッドラック

・収入では、農園への参加費が最も多く、全体の4割近く
を占め、その他にケータリングや体験プログラムの割合
が高くなっています。

・支出については、ケータリング外注費、家賃・地代、
イベント費の順で高い割合となっています。

・現在では、北加賀屋のモデルを寝屋川、神戸、門真、
大阪市住吉区でも展開する等、事業が拡大しています。

事業スキーム

農園の概要

実績等

実績等

地元の不動産会社（千島土地）は、所有する空き地や
空き工場をクリエイター等にアトリエや事務所として安
価で賃貸し、アートの集積による地域活性化を目指す
「北加賀屋クリエイティブビレッジ構想」を推進してお
り、当該法人も空き地を借りて事業を行っています。ク
リエイター・デザイナー・専門家と協力・連携を図りな
がら、地域住民の主体的な農園づくりやイベントの企
画・運営等をサポートしています。

総支出総収入年度

1,902,0515,754,173平成27年度

事業主体からのメッセージ
・サービスを一方的に提供するのではなく、参加者自ら「や

りたいこと」や「自分の夢」を叶え、【自己実現】できる

場をみんなでつくることが、これからの社会に求められる

価値になります。

一般社団法人グッドラックは、産業構造の変化によっ
て地元産業の衰退が進み、空き地や空き工場が目立ち、
人口も減少しつつある北加賀屋エリアにおいて、地域住
民やクリエイター・専門家（料理人、農家等）と一緒に
空き地・空き家を活用した農園を整備、野菜づくりやも
のづくりに取り組んでいます。また、地域住民の主体性
を大切にしながら、勉強会やお祭り、主婦や子どもを対
象にした料理教室等の体験プログラムやイベントの企
画・運営も行い、新たなコミュニティを形成に寄与して
います。

【第１農園】 【第２農園】

平成24年の夏に開園した
150㎡の農園。建築家と
ともに整備した農具倉庫
も併設されています。

遊休地を開墾して整備した
500㎡の広い農園（平成
25年開園）。自由に使え
るキッチンとサロンも併設
されています。

みんなのうえん
（第1・第2農園）

主体性醸成に向けた合
意形成支援、地域住民
の企画・運営支援 等

一般社団法人
グッドラック

千島土地
株式会社

遊休地の提供

地域住民・
市民

協力・連携

クリエイター・
デザイナー・

専門家

農園づくりやイベント
への協力、勉強会の
講師 等

自社所有の空き物件や
空き地をアトリエやオフィ
スとして安価で賃貸

農園づくり
イベントへの参加
イベントの企画・運営

25



耕作放棄地を農地としてシェアする民主導の取組

・オーナーの希望・協力の下、遊休地、耕作放棄地を「農園利用方式」に則った農業体験農園や
「特定農地貸付法」による貸し農園として有効利用。

・農園は指導サービス付、手ぶらで有機無農薬栽培を12～15㎡から楽しめる。
・「農業や野菜が好きになる」マイファームの体験農園などとして貸し出し。

耕作放棄地をメインフィールドに野菜作り、農業体験を後押し
～体験農園マイファーム～

【住宅地・郊外地】【緑地・菜園等】【民間】／関東～九州エリア20

体験農園マイファーム http://myfarm.co.jp/

マイファーム

「体験農園マイファーム」
【分布】関東～九州エリアで100ヶ所以上で展開
【利用者数】4,000人（のべ10,000人以上）
【面積】総利用面積100ha超

事業スキーム

概要・特徴・実績等

既存制度との関係

利用実績

株式会社マイファームは、2007年に設立された、
都市農地の有効活用等を行う企業です。

オーナー登録サイトでの募集等を通じ確保した遊休地、
耕作放棄地等を「農園利用方式」に則った農業体験農園
や、「特定農地貸付法」による貸し農園として有効利用
する取組を行っています。

株式会社マイファームと農地所有者、利用者が賃貸契
約等を結ぶのではなく、集客や農園管理、利用料金の集
金など、農地所有者と利用者との間の各種業務を代行す
るというスキームをとっています。

事業主体からのメッセージ
〜苦労した点、ポイントとなる点〜

・体験農園のニーズがある場所と耕作放棄地がある場所が
必ずしも一致するわけではなく、両者のマッチングが難しい。

・体験農園だけではなく、農業大学校事業、流通事業等の
付加サービスと連携させることで総合的な「農」における
コンサルティングを実現している。

・農具や肥料等が準備されており、手ぶらでの来園・利
用が可能。

・スタッフによる個別アドバイスにより、初心者でも取
組み可能。

・一般的な市民農園とは異なり、同じ区画の継続利用が
可能で「土づくり」からの取組が楽しめます。

・東京23区内など、利用可能な農園が広域に分布。

利用者メリット

・農地の所有者が自ら農園を開設し、そこで利用者に農
作業を体験させるという枠組み。

・農地の賃貸を伴わず、制度上の手続きが不要で、相続
税の納税猶予等の適用も可能。

・利用者の募集や道具の準備、利用料金の集金等、実際
の運営管理は株式会社マイファームが受託実施。
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しま暮らし体験ハウス運営や規格住宅提案で関係人口創出に取り組む

・空き家問題に取り組む地元のNPOが、地域の空き家・空き地を活用した関係人口創出に奮闘。
・移住希望者にマッチする住宅を提供できない現状から、空き地にコンパクト規格住宅モデルハ

ウス兼ゲストハウスを整備・運営。地域の人たちと一緒に空き地・空き家の流動化を目指す。

組織形態：特定非営利活動法人
https://npo-nr.org/

21

持続できる移住促進の拠点づくり
～match guest house（まっちゲストハウス） ～

match guest house

【住宅地・郊外地】【建物・工作物利用】【民間】／鹿児島県龍郷町

NPO法⼈あまみ空き家ラボ

match guest house

空き地の概要

事業主体からのメッセージ
NPOでは、夢と理想だけで移住する方に、もっとじっくり

島のこと住まい事情を知ってから移住を決断していただくた

め「しま暮らし体験ハウス」や「シェアハウス」の運営を行

うほか、移住を決断した方に、空き家を安心安全に提供する

サブリース事業を展開。現在、30軒を突破しました。

概要

かつて多くの人が暮らしてい
た時代、住民がお金を出し合っ
て土地を購入、龍郷町へ寄付し、
町営の保育所が建設されました。

しかし、過疎が進み、子ども
が減り続け、保育所が取り壊さ
れることになり、その後、長年
空き地となっていました。「奄美群島において、最も住宅困窮者となっているシ

ングルやカップルの人たちが快適にして設計し滞在、居
住できる家」 「空き家の改修費程度で建つ家」をコンセ
プトに、コンパクトでスタイリッシュな規格住宅として
設計されました。建設費は、全額借入金で賄っています。

《match guest houseの平面図》

○所在地：鹿児島県大島郡龍郷町龍郷字港271
○施設：２つの宿泊棟（素泊まり１棟貸し）
○宿泊料金：１泊：6,000円～（利用は３泊以上から）

ウィークリー：34,000円～
マンスリー：129,500円～
※消費税込み、別途会費が必要

○整備費：お問い合わせください。

実績

経緯

44組が利用（2021年6月1日～2022年5月31日）。
リピーター11組、平均12泊、お試し移住や療養、ワー
ケーション利用が増加。

NPO法人がこの空き地を町から借り受け、コンパクト
な規格住宅を整備し、モデルハウス兼ゲストハウスとし
て、2020年1月にグランドオープン。奄美大島に移住を
考える人と地域をつなぐ拠点としてよみがえらせました。
お掃除や外構の管理など集落の方の協力を得ながら一緒に
運営しています。

match guest houseを運営する「NPO法人あまみ
空き家ラボ」は、移住や滞在希望者が増える一方、移
住・滞在可能な住宅が足りず、空き家・空き地が増え続
ける現状を踏まえて、地域の人達と一緒に流通のしくみ
をつくり、移住したい人や滞在したい人が住まいを見つ
けやすい環境づくりを目指して設立された団体です。
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テラス前の駐車場の様子 新栄テラス（2015年実施時）

公有地との使用権交換と、地元店主等、大学、市との連携による
暫定的な駐車場活用広場によってまちなかの回遊性向上と賑わいを創出

・中心市街地商店街の駐車場を人工芝や植栽が設置された暫定的な屋外広場として利用。
・広場は様々なイベントや出店、日常的な憩いの場として利用され、商店街をはじめとする

まちなかの賑わい創出との相乗効果を発揮。

中心市街地駐車場をまちなか広場に
～憩いと賑わいの新栄テラス～

〈お問い合わせ先〉 新栄テラス運営委員会
http://shinsakae.wixsite.com/terrace

【まちなか】【オープンスペース・駐車場】【官民連携】／福井県福井市22

新栄テラス

2015年度の事業の結果、来場者は前年度に比べ約４倍の5,437人
となり、来場者、出店者、地元店主ともに好評を得ました。また新
栄テラスとの因果関係は言えないものの、新栄地区内の空き店舗数
は、事業実施前の30件（2014年調査時点）から、現在は10件
（2022年調査時点）となっており、実施後、大幅に減少。

事業スキーム

①市が新栄テラス近くに位置する市有地をまちなかのコイン駐車場の
移転先として用意・提供。

②駐車場事業者と市が相互の土地の使用権を交換する形をとり、暫定
的に３年間の広場運営を可能としました。

③「新栄テラス運営委員会」が新栄テラスの日常的な管理をすること
を条件に、市から広場を無償で借りて運営。

④駐車場にはウッドデッキや緑化によって屋外広場化した「新栄テラ
ス」を設置。

⑤イベントや出店希望者からは場所代を徴収し、テラスの運営費に充
てられます。

概要・経緯・実績等
概要（空間配置図）

利用実績

福井市の「新栄テラス」は、まちなかにある駐車場を公有地との
使用権交換により暫定的に活用した屋外広場です。

■活動趣旨
近年、福井市中心市街地では駐車場が急速に増加する中、

このプロジェクトでは、中心市街地の新栄商店街にある駐車場を暫
定的に屋外広場化し、まちなかの賑わい創出や回遊性向上を意図し
て、地元店主等によって運営されています。

テラスでは、イベントや出店利用だけでなく、まちなかで日常的
に利用できる緑豊かな憩いの広場を目指しています。

■実施期間
第1期：2014年夏と秋の12日間ずつ
第2期：2015年秋の1ヶ月間
第3期：2016年４月以降は常設で継続。

事業主体からのメッセージ
〜苦労した点、ポイントとなる点〜

・公有地と駐車場との使用権交換により暫定的に事業を実施。
・地元の一部からは駐車場がなくなることへの反発がありまし

たが、暫定利用だからこそ周辺店舗の理解や協力を得ること
ができ、事業期間を少しずつ延ばしながら運営手法を模索。

・地元店主等が主体となった日常的な運営と、地元の大学研究
室や自治体との継続的連携によって、今後も持続的な運営を
目指します。

2014年（夏と秋の２週間ずつ）：福井大学と福井市が社会実験。
2015年（秋の１ヶ月間）：福井大学・福井市・地元店主有志による実施。
2016年４月～2019年3月：新栄商店街の店主等が主体となり運営。
2019年４月～：地元店主に限らない新組織を立ち上げ運営開始。

経緯・事業主体等
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歩行者専用道路の一部を広場化し、
管理者の異なる官民の空間を一体的に活用

・ペデストリアンデッキ広場等の駅周辺にある官民の空間（広場・公開空地・道路など）を、
人の活動やくつろぎの場として開放し、一体的に活用。

・ペデストリアンデッキ広場では、公募・採択された広場運営事業者が、飲食営業を中心に、
来街者がくつろげる空間づくりと維持管理、イベント使用者の調整などを担う。

官民連携により、駅周辺の空間をまちなかの広場に
～豊田市「あそべるとよたプロジェクト」～

主体：あそべるとよた推進協議会 事務局：都市再生推進法人（一社）TCCM
http://asoberutoyota.com/

【まちなか】【オープンスペース・駐車場】【官民連携】／愛知県豊田市23

あそべるとよたプロジェクト（愛知県豊⽥市）

【成果】
・ペデストリアンデッキ広場で飲食事業の事業性（収

益性）が確認できました。
・広場の清掃、安全・安心な空間づくり、無料で座れ

る空間の提供など公的な資金に頼らず、民間資金を
元手に、市民の憩い空間を提供できました。

・広場運営の課題が確認できました。

体制

【プロジェクト主体：あそべるとよた推進協議会】
「あそべるとよた推進協議会」は官と民の広場

管理者などが構成員となり、まちなかの広場の活
用やその仕組みづくりを推進する組織です。

ペデストリアンデッキ広場運営事

実績等

愛知県豊田市では、都心の空間活用と再整備の
ため「都心環境計画」を策定し、名鉄豊田市駅周
辺を市民等の活動の場として位置付け、まちなか
広場等の整備検討を進めています。

まちなか広場の活用や仕組みづくりのため、
2015年から、官と民の広場管理者が「あそべる
とよた推進協議会」を組織し「あそべるとよたプ
ロジェクト」を推進しています。一過性のイベン
トだけではなく、日常的ににぎわいのある風景づ
くりを目指した実証実験を展開しています。

ペデストリアンデッキ広場を、広場と親和性の高い
飲食事業の収益により民間事業者が管理者となり運営
しています。
※平成２７年度からは公募で○七商店が、平成３０年
度からは都市再生推進法人（(一社)ＴＣＣＭ）が運営。
■管理者
2016年9月～ ○七商店
2018年4月～ (一社)ＴＣＣＭ

事業主体からのメッセージ
〜苦労した点、ポイントとなる点〜

・周辺事業者の理解（事業の公益性の伝え方）
・一般の広場使用者の質の向上（利用者間の横の繋

がりをつくる）【事務局】都市再生推進法人（一社）TCCM

豊田市崇化館地区区長会
豊田市駅前開発㈱
豊田市駅東開発㈱

豊田市駅前通り南開発㈱
豊田まちづくり㈱
豊田喜多町開発㈱

㈱こいけやクリエイト

豊田市 土木管理課
豊田市 都市整備課
豊田市 商業観光課

官 民

都市再生推進法人（一社）TCCM
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低未利用地の利活用促進につながる新たな仕組み

・普段使わない自宅の駐車スペースや店舗の駐車スペース、低未利用の空き地等の利活用を考え
ているオーナーと駐車スペースや出店等を考えるユーザーをつなぐサービスを提供している。

・低未利用地の活用促進とともに、新たな経済循環やまちなかの賑わい創出等が期待される。

軒先株式会社
組織形態：株式会社
https://www.nokisaki.com/

【まちなか】【オープンスペース・駐車場】【民間】／全国24

空き地を活⽤した
シェアリング
エコノミー関連

まちなかに眠る遊休資産を活用した新たなビジネスの創出
～シェアリングエコノミー関連～

akippa株式会社

組織形態：株式会社
https://akippa.co.jp/

シェアリングエコノミーとは︖ 軒先株式会社

シェアリングエコノミーとは、インターネット上のプ
ラットフォームを介して個人間でシェア（賃借や売買や
提供）をしていく新しい経済の動きです。シェアリング
エコノミーは、おもに、場所・乗り物・モノ・人・スキ
ル・お金の6つに分類されます。

空き地を活⽤した事例

駐車場のシェアリングだけでなく、店舗の軒先、既存
店舗の空き時間等を活用した出店を支援するサービスを
提供しています。お出かけ前の駐車場予約は軒先パーキ
ング、プロモーションや物販には軒先ビジネス、短期間
の飲食店経営なら軒先レストランといった複合的なス
ペースシェア事業をおこなっています。

全国の自治体と連携して、花火や花見等のイベント
時に発生する駐車場不足や道路混雑の解消に向けて、
駐車場のシェアリングサービスを提供した取組は、総
務省の「ICT地域活性化大賞2017」の「奨励賞」を
受賞しました。

事業主体からのメッセージ
・国内スペースシェアのパイオニアとして、設立時より一貫

して遊休スペースの活用事業に取り組んでまいりました。
今後もシェリングを通じて街づくり形成にチャレンジして
いきます。

駐車場シェア

軒先パーキング

スペースシェス

軒先ビジネス

車を停めることができ
ればどんな場所も収益
化できる駐車場シェア。
予約制のため利用者に
もメリット大！

催事やプロモーション
用のスペースシェア。
キッチンカーや野菜マ
ルシェ、空き店舗の活
用に有効です！

飲食店の空き時間を
シェアする飲食店シェ
ア。夜間営業店の昼時
間の活用やこれから開
業する支援などに！

事業主体からのメッセージ
・駐車場不足や渋滞など地域の困りごと解決に向け、自治体

やスポーツチームとの連携も増加し、全国でシェアを拡大
しています。今後も様々な取り組みを通じ“なくてはなら
ぬ”をつくってまいります。

akippa株式会社

未契約の月極駐車場、個人宅やオフィス、商業施設の
駐車場など、全国の様々な駐車場や空きスペースをシェ
アして、駐車場として提供するサービスを行っています。

利用登録者数は累計 300万人を超え、予約可能な駐
車場は常時35,000件以上確保。(令和5年1月時点)

シェアレストラン

Magari(まがり)

30



民有空き地を、賃貸住宅建設まで暫定利用。
様々な試みで地域ニーズを把握しながら人が集う場にもなっている。

・祖母から引き継いだ空き地にて、様々なイベントを実験的に開催。町の魅力やニーズを
丁寧に拾い上げ、地域の集い場になるような賃貸住宅づくりをめざしている。

・町の魅力を伝えるイベント開催を通して、建設予定の賃貸住宅の住人募集だけでなく、
荒川区町屋のファンづくりを進めている。

組織形態：任意組織
https://souzou-kenchiku.com/

25

いろんな人たちが集う、地元に愛される拠点づくり
～想像建築プロジェクト～

「想像建築」プロジェクト

【住宅地・郊外地】【オープンスペース・駐車場】【民間】／東京都荒川区

想像建築プロジェクト

様々な試み

空き地の概要

事業主体からのメッセージ
・2021年に賃貸マンション「ロジハイツ」が竣工しまし

た。空き地での活動を通してご縁があった方々が、屋上

シェア菜園と賃貸部分をご利用しています。ご利用者様が

地域の人とゆるやかに繋がれる「関わりしろ」のある住ま

いを目指して運営しています。

概要

これまで祖母が借地に出して
きましたが、住人が退去。更地
となったところ、戸田氏が引き
継ぎました。

売却も考えましたが、自分が
生まれ育った地域のために活用
することに決めました。

プレオープンでは、
トークイベントが開催され、
地元のカフェが出店し、
多くの方が来場しました。

そこから地域に広げて、
町屋の魅力を体感する街歩
きイベントも開催しました。

その他、「地域に関わる
暮らしの始め方」を話し合
うトークイベントや、空き
地でコーヒーを飲みながら、
どんな住まいが魅力的かを
話し合う「空き地でフリー
コーヒー」を開催。

年末には、地域の色んな
お店が出店した「空き地
マルシェ」も開催し、
好評を博しました。

実績

経緯

空き地を居心地の良い広場にし、ワークショップやマ
ルシェの開催を通して、多様な人々が集まる場所にしま
した。荒川区民と荒川区への転入検討者が入り混ざった
コミュニティが形成されています。

想像建築を主宰する戸田氏は、生まれ育った荒川区に
「住む人が町や家に愛着を持って暮らせる賃貸住宅」を
建てたいと考え、プロジェクトを開始しました。

祖母から受け継いだ小さな空き地で、町の魅力が感じ
られる様々なイベントを開催していくことで、地域にど
んな人が暮らしているのか、どんなことを求めているの
かを調べながら、地域に愛される集いの場となる賃貸住
宅づくりをめざしています。

2021年に完成予定であり、住人以外も利用できる交
流の場（屋上菜園や飲食店）を設置予定です。

まずは自分たちで空き地を綺麗にし
て、人工芝を張り、テーブルやイスを
つくることから始めました。

地元の行政職員、建築家、大学生な
ど、様々な人たちが広場づくりに参加
し、プレオープンしました（2019年
4月28日）。
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民からの提案で、公有地と民有地（低未利用地）の一体的利用を実現

・市の都市再生整備計画に、都市再生推進法人からの提案で民間空地を活用した広場の整備事業
を位置づけ。

・整備後は、民間空地と市の文化伝承施設並びに広場を一体的に利用できるように、管理協定を
締結して官民連携で広場空間を創出。

文化伝承施設に隣接する民間空地を広場として整備し、管理
～「等躬の庭」プロジェクト～

株式会社テダソチマ

【まちなか】【オープンスペース・駐車場】【官民連携】／福島県須賀川市26

出典：第15回東北発コンパクトシティ推進研究会
ウォーカブルなまちづくり
～須賀川南部地区～（福島県須賀川市）

https://tedasochima.com/project/p0099/

まちなかウォーカブル推進事業

一体型滞在快適性向上事業

被災した「芭蕉記念館」の再整備

市の中心市街地がある須賀川南部地区は、奥州街道屈指
の宿場町として発達し、かつて松尾芭蕉が８日間逗留した
相楽等躬宅があったことから、「風流」をテーマにした景
観に配慮した空間形成が図られてきました。しかし、平成
23年の東日本大震災の際に当該地区の重要な活動拠点で
あった「芭蕉記念館」が被災したため、観光客が減少する
等、まちのにぎわいの喪失が危惧されました。

そこで、須賀川市は都市再生整備計画（平成30年度～令
和２年度）で被災した「芭蕉記念館」の機能を含む地域交
流・観光交流センター「風流のはじめ館」を新たに整備し、
文化の継承を通した人々の交流の促進を図りました。

概要・実績等

・地域として所有者不明土地の発生を抑制す
ることが必要です。そのための予防策とし
て、中心市街地のまちづくりの推進を働き
かけていきたいと考えております。

事業主体からのメッセージ

株式会社テダソチマは、市
が整備する「風流のはじめ
館」並びに「等躬の庭」に隣
接する民間空地を広場として
整備することを市に対して提
案し、市はこれを受けて当該
事業を都市再生整備計画の
「一体型滞在快適性向上事
業」に位置付けました。また、
市は当該地区内にウォカーブ
ル区域を設定し、当該事業を
含む来訪者が自由に交流・滞
在できるための事業を「まち
なかウォーカブル推進事業」
として位置づけています。

実績等

株式会社テダソチマ

テダソチマは、須賀川市の中心部において、
令和元年12月に都市再生推進法人指定を受ける
とともに、令和３年１月から市と空き家バンク
運営協定を締結しており、中心市街地の空き
家・空き地等の不動産の課題解決に取り組んで
います。

下図出典：須賀川南部地区都市再生整備計画 (H30-R2)
事後評価シートに一部加筆

被災した芭蕉記念館
のあった場所

整備前の
民間空地

出典：第15回東北発コンパクトシティ推進研究会
ウォーカブルなまちづくり

～須賀川南部地区～（福島県須賀川市）

都市再生整備計画の事後評価シートによれば、
「風流のはじめ館」は、令和２年10月に開館
し、入館者数は8,220人が見込まれています。
歩行者交通量も572人（令和2年）から984人
に増加したとされています。その他、交流空間
を整備したことにより、地域のコミュニティ活
動が充実したと評価されています。

当該事業でテダソチマが整備した「街楽のは
じめ庭」と、市が整備した「等躬の庭」を開か
れた広場とするため、広場の使用許可権を含め
た管理協定をテダソチマと市が締結し、官民連
携で広場づくりを進めています。
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雪国ならではの生活密着型の空き地利用

・民間の所有する空き地を「市民雪寄せ場事業」の対象として町会に土地を無償で貸し付けし、
地域の雪寄せ場として活用。

・当該土地は、土地の固定資産税を３分の１を限度に減免する制度で所有者にとってもメリット。

空き地を地域の雪寄せ場に
～青森市「市民雪寄せ場事業」～

青森市HP
https://www.city.aomori.aomori.jp/kurashi-guide/kitaguni-

snow/johaisetu/index.html

雪寄せ場としての活用状況

【住宅地・郊外地】【オープンスペース・駐車場】【自治体】／青森県青森市27

空き地や遊休市有地等を活⽤した雪寄せ場

■市民雪寄せ場事業：
貸付をした土地の翌年度固定資産税の１/３を限度
に減免

３４９箇所（令和４年度※ 市民の雪寄せ場）

事業スキーム（市民雪寄せ場）

概要・実績等
制度

実績等

■「市民雪寄せ場」の募集
青森市では、住宅密集地に空地を所有している所

有者に対し、冬期に地域の雪寄せ場として無償で町
（内）会に貸付けた場合、翌年度の固定資産税の一
部を減免する「市民雪寄せ場事業」を行っています。

① 雪寄せ場は、地域住民がスノーダンプ等の人力
で雪を置くために利用。

② 雪寄せ場は、町（内）会が適正に管理し、期間
終了後は原状に回復。

③ 雪寄せ場には市が看板を設置。
④ 貸付期間は原則として、12月１日から翌年３月

31日までの期間。
⑤ 貸付をした土地の、翌年度固定資産税の３分の

１を限度に減免。

■遊休市有地等を活用した地域住民の雪寄せ場
施設跡地や高架下なども地域住民の雪寄せ場として
活用。

事業主体からのメッセージ
〜苦労した点、ポイントとなる点〜

【事業主側】
・町（内）会によっては、市民雪寄せ場の管理体制

が整わないなどの理由で地域内に空き地があって
も本事業を利用しない場合がある。

【地域住民（利用者）側】
・空き地の所有者変更や建築物が建った場合、利用

できなくなり雪寄せ場に困る。また、利用マナー
について問題があるケースが見られる。

所有する空き地を提供

空き地所有者
地域コミュニティ
〔町(内)会〕

青森市

市民雪寄せ場として借用

固定資産税を
一部減免

貸借契約書
（写）を提出

看板の設置

※令和４年１月31日時点見込み値
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・個人ではなく、自治会長を中心に地域コミュニティが一体となって、老朽危険空き家の取壊し
に対し補助。（H27～寄附により町で解体・整備）

・所有者に負担がかからない仕組みで空き家をポケットパーク化。

地域一体となって老朽危険空き家の除却、ポケットパークの整備
～越前町安心で潤いのあるまちづくり事業～

出典：越前町（2017）越前町都市計画マスタープラン計画書
http://www.town.echizen.fukui.jp/chousei/11/06/p005093_d/fil/masterplan1.pdf

【住宅地・郊外地】【オープンスペース・駐車場】【自治体】／福井県越前町

事業実施例（三崎地区）

（整備前） （整備後）

地域コミュニティの主体的な取組により、空き家を解体
地域によるポケットパーク等としての空き地管理

出典：空き家スタディーズHP
http://www.akiya.house/regulations/434/

28

町によるポケットパークの直接整備越前町安⼼で潤いのあるまちづくり事業

平成19年度：町単独事業として「越前町安心で潤いのある
まちづくり事業」を実施。
平成20年度～：地域住宅交付金対象事業として実施。

事業スキーム～老朽空き家解体・除去事業の流れ

経緯・実績等
経緯

実績等

福井県越前町では、空き家所有者から建物・土地の寄
附を受けた空き家について、町が建物の除却・跡地の整
備を行い、除却後の土地利用について地域住民と協力し
必要な活用及び維持管理を行う事業（ポケットパーク事
業）を実施しています。

■老朽危険空き家所有者等がポケットパーク事業の活用
意向がある場合は、まず、不動産事業者に解体後の跡
地売却が可能かどうかを相談。

■跡地売却ができる可能性がある場合は、市場での流通
により土地の売却益をもって、当該老朽危険空き家等
を除却。

■一方、売却が期待できない場合は、ポケットパーク事
業による活用可能性を検討。

【解体撤去前】

延べ床面積約120㎡

事業主体からのメッセージ
〜苦労した点、ポイントとなる点〜

・土地と家屋の所有者が異なることによる調整
・維持管理上、ポケットパーク数にも限度あり

【解体後】跡地（約150㎡）に

ポケットパークを整備

【ポケットパーク事業】平成19年度～
総事業費 88,527,281円
平成19～平成26年度：21件（工事費補助）
平成27～令和元年度：９件（寄附により町で解体・整備）

■整備内容
(1)整地及び排水工事
(2)花壇、ベンチなどの設置
(3)フェンス、標識、その他の安全施設の設置等
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広場空間を地域と大学が連携し、様々な機能を有する空間へと育む

・大学の研究室が主体となり、地域の声を聞きながら、川崎市、民間企業や教育機関などと連携
し、環境技術の研究の伴う社会実験（平成29～31年度の３年間）。その後も運営継続。

・区画整理後約30年間空いていた公共用地を官民連携事業で広場利用へと転換。

土地区画整理事業区域内の未利用公益用地の活用
～社会実験・カナドコロ～

【住宅地・郊外地】【オープンスペース・駐車場】【官民連携】／神奈川県川崎市29

カナドコロ（⾦程地区の新たなヨリドコロ）

・当該地は金程向原土地区画整理事業に係る公益用地として昭和
５９年に川崎市が取得した土地でした。

・当初は、消防署の出張所の新設を予定していましたが、計画が白
紙となり、以後、未利用となっていたため、大学の研究室が主体
となり、地域の声を聞きながら、川崎市、民間企業や教育機関な
どと連携し、環境技術の研究の伴う社会実験が実施されました。

・社会実験期間（平成29～31年度）の終了後、R2年度からは川
崎市公共施設総合調整室の直営による公益用地管理に大学研究室
が協力する形をとり、実験期間中の広場利用とマネジメントを継
続。市役所・大学・地元町会等を含む（仮称）カナドコロ管理運
営委員会を新たに設置し、今後の広場利用等の舵取りを担います。

事業スキーム

概要・経緯・実績等

地域で育てる広場とするため、広場のオープニングイベ
ントでは、植樹やDIY（ウッドデッキのペンキ塗り）、ベ
ンチ製作などが実施されました。

日常の管理者は大学研究室で、毎週火曜日に数名が広場
に足を運び、掃除や見回りなどを行っています。

掲示板やスウェール（擁壁側の溝）などの空間を設け、
地域の子どもたちの遊び場としての機能を持たせるだけで
なく、マーケットやワークショップを企画・開催して地域
の方の利用を促し、信頼関係を構築しています。

出典：2018 年度 日本建築学会大会（東北）
空地アーバニズム小委員会 研究懇談会資料

事業主体からのメッセージ
・単に空き地を開放しても人の賑わい利用は生まれません。社会

実験を通して、住民の散歩や子供の遊びを日常化してもらうた
めの維持管理、ワークショップや朝市など「使い方」の提案と
実践といったプロセスの重要性を感じています。

カナドコロは、川崎市財政局管理部資産運用課が公益用
地（1,000㎡）のオープンスペース利用を発意し、工学院
大学建築学部まちづくり学科遠藤新研究室（以下、大学研
究室）が解決策として「まちなか広場」としての整備と管
理・運営、利用促進を計画し、川崎市環境総合研究所都市
環境課の研究事業を活用して、地元町会（金程町会）を巻
き込みながら実現したプロジェクトです。

主な活動実績

経緯

活動名年月

オープン記念（植樹式、広場づくり等）2017年

10月
ワークショップ（『カナドコロを知ろう！』以降、随時開催）11月
第1回カナドコロマーケット12月
つながる朝市（以降、月1回ペースで開催し、生ライブ、

イスづくり、防災体験などのイベントも開催）

2018年

4月
種まきワークショップ

（カナドコロを育てよう！vol.1 、vol.2）

6月

第2回カナドコロマーケット12月
花植WS、ガーデニングWS、防災WS、七夕WS、など2019年

5～７月
カナドコロ菜園スタート（近隣幼稚園による菜園利用）7月
スウェール内散策路の設置8月
第3回カナドコロマーケット12月
デッキの増設2020年

9月
あさお花いっぱい事業、置き土産プロジェクト（摘花ドライ

フラワーとメッセージカード）

11月

出典：カナドコロFacebook
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密集住宅市街地での地域防災活動やコミュニティを育む場づくり

・建物の除却に伴い発生する空地や、現在利用していない遊休地を地域のために活用。
・広場の計画段階から地域でワークショップを行い、整備後も地域住民が自主的に管理運営。
・土地を無償（概ね20年間の使用貸借）で提供した場合、「まちかど広場」用地の固定資産税・

都市計画税が借地期間中は非課税となる場合もある。

民間からの無償提供用地を活用した広場整備
～まちかど広場整備事業～

まちかど広場整備事業
大阪市 都市整備局 市街地整備部 住環境整備課

http://www.city.osaka.lg.jp/toshiseibi/page/0000039421.html

【住宅地・郊外地】【オープンスペース・駐車場】【官民連携】／大阪府大阪市30

民間用地を活用して
整備したまちかど広場
（ももに広場）

まちかど広場整備事業

・「ももに広場」は、平成25年2月に大阪市で初めての
事例となる民間無償提供地を活用して完成したまちかど
広場です。

・フェンスで囲まれた民間用地と、隣接する老朽空き家が
建っていた民間用地を、市が広場として整備しました。

・整備後の清掃活動等の管理運営は、地域住民により構成
された「ももに広場管理運営会」が担っています。事業スキーム

概要・実績等

当該事業は、以下のように、地域住民等で組織される
「整備検討会」にて計画づくりを行うとともに、広場の
完成後は地域の中に「管理運営会」を設立、市と協定を
締結し、日常的な管理運営を行います。

出典：大阪市ホームページ

事業主体からのメッセージ
「ももに広場管理運営会」は、⾃主的な管理運営・防災活動等

が評価され、平成28年度「⼿づくり郷⼟賞（国⼟交通⼤⾂
表彰）」を受賞するなど、積極的な活動が展開されています。

まちかど広場は、日ごろは地域防災活動やコミュニ
ティを育む地域活動の場として、災害時は一時的な避難
場所として使えるよう、地域と連携・協働して整備を進
める広場です。広場の計画段階から、地域でワーク
ショップにおいて意見を出しあい、整備後も自主的な管
理運営をしていくことで、地域防災力の向上と地域コ
ミュニティの活性化をめざします。

民有地を活用した整備実績

《まちかど広場の立地条件》・・・面積約300㎡程度
1.「重点対策地区(約６４０ha)」内にあること。
2.避難に有効な大規模な空地(学校のグラウンドなど)や幹線道路に隣接し

ていないこと
3.同じ街区内の公園、緑地、児童公園などとの距離が概ね100m以上あ

ること
4.まちかど広場の計画づくりや日常の管理運営について地域住民等の

方々による主体的な参加が見込まれるほか、当該用地を概ね20年間ま
ちかど広場として利用することに支障がないと認められること

市
所
有
者

地
域
住
民
等

整備検討会

管理運営会

土地使用貸借
(20年)

アドバイザー
派遣

管理に関する
協定締結

まちかど広場計画書

固定資産税・
都市計画税の
優遇措置等

《ももに広場》面積：約200㎡
○主な設備：土の広場、時計台、かまどベンチ、防災倉庫、掲示板など

※「かまどベンチ」や「タープテント」などは、災害時にスムーズに
活用できるよう、日常のイベントでも積極的に活用されています。

○「青空カフェ」：広場の定期清掃日にあわせ月1回開催されています。
心地よいBGMが流れ、コーヒー等を飲みながら住民が語り合い、新た
な取組の企画や実施なども生まれています。
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いまだ多く残る、密集市街地の老朽木造建築物の
「出口」としての好事例

・火災時の延焼を防止するため、密集市街地における老朽木造建築物の除却を推進。
・建物除却後の跡地は、災害時には各種拠点として、また平常時には広場・ポケットパークなど

の地域コミュニティの活動の場として活用。

まちなか防災空地は地域コミュニティの活動の場
～まちなか防災空地整備事業～

まちなか防災空地整備事業
神戸市 都市局 まち再生推進課

http://www.city.kobe.lg.jp/information/project/urban/
misshu/matinakabousaikuuti.html

灘北西部 兵庫北部

長田南部 東垂水

【住宅地・郊外地】【オープンスペース・駐車場】【官民連携】／兵庫県神戸市31

まちなか防災空地整備事業

・平成23年３月、神戸市が地震などの際に大規模火災が
発生する恐れがあり、避難や消火が困難とみられる４地
区（灘北西部／兵庫北部／長田南部／東垂水）を密集市
街地再生優先地区に指定。

・これら地区において地元のまちづくり協議会などと神
戸市、土地所有者の３者協定により平成24年度より事
業実施。

・８４箇所（令和４年3月時点）

事業スキーム

①まちなか防災空地整備事業を実施することについて、
土地所有者、まちづくり協議会等、神戸市の三者で協
定を締結。

②神戸市が土地を無償で借り受け。＜土地使用貸借契約
締結＞⇒固定資産税等を非課税に。

③まちづくり協議会等がその土地を「まちなか防災空
地」として整備（神戸市の補助あり）及び維持管理。
＜管理協定締結＞

経緯・概要・実績等
経緯等

実績等

神戸市では、防災性や住環境に様々な課題を抱える密
集市街地において、安全・安心・快適なまちづくりを推
進するため、火事や地震などの災害時に地域の防災活動
の場となる「まちなか防災空地」の整備を進めています。

この「まちなか防災空地」は、密集市街地において火
災などの延焼を防止するスペースを確保することを目的
に、災害時は一時避難場所や消防活動用地、緊急車両の
回転地などの防災活動の場として、平常時は広場・ポ
ケットパークなどのコミュニティの場として利用する空
地です。

事業主体からのメッセージ
・暫定的な広場整備ですが、手続き等が簡単で、早期に

広場が完成するので、地域に喜ばれています。
・整備後の維持管理の担い手確保が事業成立のポイント

になります。

(1)対象地域内にあること
(2)少なくとも３～５年以上提供できること
(3)まちの防災性向上に資する位置・区域であること
※老朽建物を解体し、跡地を提供する際には、事前調整も

踏まえ、建物解体費に対する補助あり。

事業対象
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様々な生活環境の課題の一つとして空き地管理の対策を構築

・条例に基づき、土地・建物の適切な利用や管理に関し、「調査」「指導」等とともに、
区が適切な管理について「委託」を行う仕組みを構築。

・条例に基づき、空き地の所有・管理者に対して有料で業者による草刈サービスを展開。

条例に基づく空き地の草刈委託事業
～生活環境保全対策事業～

足立区生活環境の
保全に関する条例

https://www.city.adachi.toky
o.jp/kankyo-

hozen/241024.html

【まちなか】【適正管理】【自治体】／東京都足立区32

Before

After 

⾜⽴区⽣活環境の保全に関する条例

・平成20年度から、“美しいまち”を印象づけることで
犯罪を抑止する独自の運動として「ビューティフル・
ウィンドウズ運動（割れ窓理論に基づく運動）」を展開。

・平成25年1月1日に条例を設置し、「近隣迷惑」という
観点から調査や指導が可能となりました。

出典：機関紙アカデミア（109号）,平成26年春号,
公益財団法人全国市町村研修財団 市町村職員中央研修所

概要・経緯・実績等

事業主体からのメッセージ
・雑草の苦情等にスピーディーに対応するため、事前に区が

造園業者と委託契約を結び、苦情が入ると土地所有者の申
請に基づき造園業者が草刈りを実施します。費用は区が立
て替えて一度造園業者に支出し、後日、所有者から区に収
めていただきます。これまで未納はありません。

東京都足立区では、区内における土地・建物の適切な
利用や管理に関し、良好な環境を保全し、区民の健康で
安全な生活を確保するため、条例に基づき、「生活環境
保全対策事業」として近隣住民に悪影響を及ぼし不良な
状態にある「ごみ屋敷」、不法投棄対策等とともに「空
き地の草刈委託事業（有料）」に取り組んでいます。

経緯

累計R4R3R２R1H30H29H28H27H26H25
年

度

11681061221038986117107115112115
受

付

1151
97

【72】

120

【70】

105

【76】
8686123108112107111

解

決

実績
・当該事業は、原因者への支援に重点を置き、各関係機関

と連携して粘り強く取り組んだ結果、「平成29年度区民
評価」において、最高評価（全評価項目5点満点）を得
ました。

・令和４年1月末日時点では、空き地に対して対応中17件
です。

・条例設置から現在までの空き地（草刈）に対する相談受
付及び解決の累計件数は以下の通りです。

出典：足立区ホームページ

《空き地の草刈委託事業（有料）》

○毎年度、競争入札により業者と契約するため、草刈単
価は変動します。

○草刈単価には、刈草の搬出及び処分料が含まれます。
○生活環境保全課に、

・申請書
・面積を確認できる書類（登記簿謄本の写し等）
・空き地の場所が分かる書類（地図の写し等）

を郵送または直接提出することで、申し込みを行うこ
とができます。

○土地の面積が変わっていなければ、二回目以降は、申
請書のみを提出するだけで申し込むことができます。

○前年度本事業を利用したことのある所有者に春と秋の年
２回、申請書を同封した草刈の案内を郵送しています。

草刈単価（税別）空き地の総面積

200円/㎡100㎡未満

170円/㎡100㎡以上300㎡未満

150円/㎡300㎡以上500㎡未満

130円/㎡500㎡以上

条例により、所有者等は不良な状態の解消を区長に
委託することができるとされ、区長が示す委託料を納
入することとされています。

出典：足立区ホームページ「条例の概要及び対策状況」

参考：令和４年時点

※解決件数には過年度受付分を含む (件)

【】内は委託事業利用件数（令和2年度から表記）
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広場やゴミステーションなどとして整備された空き家の跡地を
自治会が無償貸与を受け、地域住民が維持管理

・自治会と長崎市が空き家の跡地の利活用について協議し、広場やゴミステーションなど、必要
な施設を市が整備。

・市と自治会は、「土地使用貸借契約書」を取り交わし、自治会が長崎市から土地の無償貸与を
受け、地域住民が日常的な維持管理を行う。

建物・土地の寄附を受けて空き家を除却、自治会が跡地を維持管理
～長崎市老朽危険空き家対策事業～

長崎市老朽危険空き家対策事業
長崎市 建築部 建築指導課

https://www.city.nagasaki.lg.jp/sumai/660000/6681
00/p023429.html

実施前 実施後

ごみステーション
としての活用例

広場としての
活用例

【住宅地・郊外地】 【適正管理】【官民連携】／長崎県長崎市33

⻑崎市⽼朽危険空き家対策事業

・昭和30年代以降、人口の急増に伴い、長崎港を中心
にすり鉢状に広がる斜面地に市街地が拡大したが、高
齢化が進み人口が減少基調に転じる中で、階段道や自
動車が進入できない道路が多いといった不便性から、
空き家が増加していきました。

・そこで、庁内にPJTチームを設置して調査・検討を行
い、平成18年度に、全国に先駆けて建物と土地の寄
附を受けて建物除却と跡地の整備を行う「土地寄贈型
事業」として導入しました。

・導入時には平成18～22年度の5年間の時限措置とし
ていたが、空き家も増加していることから、期間を延
長して事業を継続させています。

事業スキーム

概要・経緯・実績等

長崎市が除却した老朽危険空き家の跡地は、長崎市と
自治会の間で「土地使用貸借契約書」を取り交わし、自
治会が長崎市から土地の無償貸与を受け、地域住民が日
常的な維持管理を行うこととしています。

跡地の利用について長崎市と自治会で協議を行い、間
伐材を用いたベンチ・プランターの設置など、自治会か
らの要望を反映し、費用は長崎市が負担して跡地整備を
行います。

除却件数申込件数事業費年度

54591223,709千円平成18～令和３年度

000千円令和４年度

54591223,709千円総計

出典：密集市街地におけるエリアマネジメント手法に関する調査業務
報告書
（委託者：国土交通省国土技術政策総合研究所 平成25年2月）

長崎市の老朽危険空き家対策 ー除却と跡地活用ー
長崎市まちづくり部まちづくり推進室 柴原浩一
住民と自治 平成30年2月

事業主体からのメッセージ
・地域と協力して、老朽化し危険な空き家の除却に取り組ん

でいます。

長崎県長崎市では、既成市街地の約7割が斜面地とい
う特有の地形を持つことから、若い世代の地域外への流
出、建物解体費の高騰、建築条件の難しさから、空き家
の増加が問題となっていました。

本事業は、周辺住民の安全・安心のために除却した老
朽危険空き家の跡地を、地域のまちづくりに役立つ公共
空間として整備する事業です。

実績

経緯

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日常的な 
維持管理 

土地使用 
貸借契約 

土地・建物 
の寄附 

建物除却・跡地整備 

 
広場等 

土地・建物の 

権利者 
長崎市 自治会 

空家 除却 

市は自治会に 
土地を無償貸与 

 

・平成18年度～令和4年度までの除却件数は54件。
・用途は、憩いの広場やゴミステーション、駐輪場等に

も活用されています。

・全市的な空き家の増加に対応するため、令和2年度から事業
の対象区域を既成市街地から全市域へ拡大しました。
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自治会が主体となり、エリアマネジメント的な視点から、
空き地化予防・利活用に取り組んでいる

・空き地の位置や状況を調査し、独自のチェック項目をつくり、管理程度を５段階（良好管理、
やや良い、やや不良、不良、劣悪）で評価するとともに、空き地所有者からの依頼を受けて、
有償で草刈等の維持管理を実施。

・空き地を活用したドームテントや遊具広場の設置等、集いの場づくりの試行にも取り組む。

緑が丘西自治会
組織形態：任意組織
https://sites.google.com/view/midorigaokanishi-jichikai/

【住宅地・郊外地】【緑地・菜園等】【民間】／千葉県八千代市34

緑が丘⻄⾃治会

空き地増加の予防策として、空き地の現状把握、利活用検討を推進
～緑が丘西自治会～

緑が丘⻄⾃治会の活動経緯

令和2年11月に、空き地所有
者の了解を得て、砂場や遊具を
配した手づくりの広場を試験的
に開設、住民同士の交流創出の
効果が得られ、住民の今後に向
けた期待感も高まりました。

事業スキーム

緑が丘⻄⾃治会の概要

実績等

緑が丘西自治会が中心となり、空き地所有者への意向
調査を実施し、空き地利活用の実現に向けて検討を進め
ています。また、八千代市からの助言を適宜受けながら、
地域住民へのアンケートやワークショップを実施し、実
践的に空き地を利用しながら、利活用の方向性や地域の
ビジョンについての話し合いも行っています。

事業主体からのメッセージ

・住民が感じる問題を解決に向けて行動することが「コ

ミニュティづくり」「まちづくり」につながります。

地域の小学校に通う子どもの父親同士が集まる機会が
あり、地域のことを話す中で、生活する上で問題となる
ことがいくつか出始めていました。そこで、自治会をつ
くる方向で話がまとまり、平成28年7月に、交流会を
開催し、同年9月に再度集まり、自治会規約のたたき台
を説明し、同年11月に概ね了承され、平成29年3月に、
市長、近隣の自治会長もお呼びして、緑が丘西自治会の
設立総会を行うに至りました。

その後、夏祭りやハロウィン等のイベントを実施し、
地域住民同士の交流促進に努めるとともに、地域の街区
公園の維持管理を市から受託する等、地域の魅力を高め
る取組に積極的に取り組んでいます。

地域の空き地

八千代市

実績

土地区画整理事業により、
平成29年11月にできた新し
い戸建て住宅地であり、自治
会は令和３年１月時点で521
世帯となっています。若い世
帯が多く、世帯数も増えてい
る一方、適正に管理されず草
木が生い茂る空き地も目立つ
地域となっています。

空き地所有者

利活用等の
意向把握

空き地の実態調査／空き
家の維持・管理マニュア
ルの検討／利活用方法
の仕組み検討

地域住民

緑が丘西自治会

住民意向調査

空き地利活用のため
のワークショップ等

助成金制度等の情報提供／広報支
援／空き地利活用に向けた助言 等

空き地の現況調査では、全地域を踏査し、空き地の位
置や状況を調査するとともに、独自のチェック項目をつ
くり、管理程度について５段階（良好管理、やや良い、
やや不良、不良、劣悪）でランク評価を行うとともに、
維持・管理マニュアルの検討も行っています。
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全国に広く存在する高齢化郊外住宅地での参考となる
総合的なタウンサポート

・高齢化した大規模郊外住宅地をサポートするためのNPO法人を立ち上げ。
・活動の一環として、空き地・空き家に関する情報流通や利活用の促進に取組み。

高齢化した大規模郊外住宅地での空き家・空き地、地域のサポート
～ＮＰＯ法人 タウンサポート鎌倉今泉台～

http://www.npotski.com/

【住宅地・郊外地】【適正管理】【民間】／神奈川県鎌倉市35

このNPO法人の事業の一つ
である「いずみサロン」は空
き家をリニューアルし、カフェ
や時間貸しを通じ、交流の場
を提供しています。

この「いずみサロン」はも
ともと、町内会や大学、民間
による「長寿社会のまちづくり共同研究」を通じ生
まれたもので、空き家データベースの構築、活用可
能な空き家の選定・活用法の構想、空き家の持ち主
とのコンタクト、内部空間の計画・運営の企画、リ
フォーム・運営及び評価という、空き家活用におけ
る全プロセスを実証する生きた研究の場ともなって
います。

〔いずみサロンの外観〕

ＮＰＯ法⼈ タウンサポート鎌倉今泉台

事業スキーム

いずみサロン

経緯等

鎌倉市を中心に活動する「NPO法人タウンサポ
ート鎌倉今泉台」は、高齢化が進んだ高度成長期
の大規模分譲地等における空き家や空き地の活
用・管理等をサポートするための様々な調査・研
究、コミュニティビジネスに取組んでいます。

事業主体からのメッセージ
〜苦労した点、ポイントとなる点〜

・空き家調査後の持ち主との交渉、利用にあたって近隣との
調整。

・若いＮＰＯ会員を増やすこと。

NPO法人タウンサポート鎌倉今泉台は、主に鎌倉市
に暮らす、若年者から高齢者を中心とした広く一般市
民に対して、鎌倉市を「いつまでも住み続けたいま
ち」にすることを念頭に、空き家、空き地の管理運営
事業や市民参加による地域サポート事業、イベントの
企画・推進事業等を行うことにより、全ての世代が活
気に溢れ、安全に安心して共生できるまちづくりに寄
与することを目的に、平成27年７月に設立されました。

①空き家バンク運営
⇒空き家・空き地の調査、利活用の検討

②空き家を利用した多世代が集う場の提供
⇒「いずみサロン」の運営

③空き地を利用した菜園運営 ⇒ 野菜作り
④防犯、防災のため公園・緑地の整備保全活動

⇒草刈り、枝払い、剪定
⑤ＩＴ活用で利便性向上

⇒各種情報の発信、活用アイディアの開発・提供
⑥みんなが楽しむイベントの運営

⇒文化祭、マルシェの開催など
⑦「鎌倉リビングラボ」の運営

⇒生活を豊かにする製品・サービスの開発
⑧健康づくり運動

⇒ウォーキング、ハイキング、体操教室、お灸教室
などの開催
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「土地を所有することの責任」を意識した、条例での対処

・住宅地造成事業等による住宅地の空き地などを適正に管理するため、条例に基づき対応。
・指導・勧告、命令を踏まえ、戒告書の送達から代執行といった一連の措置を制度化し、

実効性を担保。

条例による空き地の適正管理の担保
～名張市あき地の雑草等の除去に関する条例～

【住宅地・郊外地】【適正管理】【自治体】／三重県名張市36

https://www.city.
nabari.lg.jp

名張市あき地の雑草等の除去に関する条例

【行政代執行】
平成21年度に2件2区画
平成22～2８年度に計14件21区画
令和４年度に３件３区画

事業スキーム

三重県名張市では、放置された空き地の雑草等に
よる生活環境の悪化を防ぐため、代執行を盛り込ん
だ「名張市あき地の雑草等の除去に関する条例」に
より、適正管理を誘導しています。

経緯・概要・実績等
経緯等

実績等

■名張市あき地の雑草等の除去に関する条例
（昭和62年制定、平成19年改正、平成20年４月施行）

三重県名張市では、住宅地造成事業等により造成
された住宅地等での空き地が数多くある中、所有者
に年２回の雑草除去を促しているものの、空き地の
雑草繁茂についての苦情が多数寄せられていました。

その中で、昭和６２年に制定した「名張市あき地
の雑草等の除去に関する条例」を平成２０年に行政
代執行による強制除草も盛り込んだ条例として改
正・施行しました。

この条例改正により適正管理が図られる一方で、
市民の側に空き地の状況が改善されるという期待が
高まったことにより、平成２１年度の苦情件数は約
1,400件と改正前の４倍弱に急増したという事実も
見られています。

事業主体からのメッセージ
〜苦労した点、ポイントとなる点〜

・行政代執行に至るまでの事務処理行程が多く苦労した。
・行政代執行に要した費用の徴収が困難。

制度

はがきによる一斉通知

文書による勧告

雑草の繁茂による生活環境被害等の相談、調査

命令（雑草等除去命令書）

代執行実施判断にかかる調査

合致

戒告書

合致しない

代執行

引き続き文書による指導

文書による指導（数年）

要件に

勧告等の実施判断に係る調査

要件に合致 合致しない

引き続き文書による指導

弁明の機会付与
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人気の「ふるさと納税」を活用した空家・空地の管理

・人気の「ふるさと納税」で市内の空家・空地の管理を代行。
・定期巡回を行うとともに、災害時等の臨時巡回、管理者看板も設置。

「ふるさと納税」で空家・空地を管理
～淡路市ふるさと宅配便～

淡路市 夢と未来へのふるさと寄付金
空家・空地の管理1年間

http://www.city.awaji.lg.jp/site/kifu/

【住宅地・郊外地】【適正管理】【自治体】／兵庫県淡路市37

出身者

累計：４件

内容

事業スキーム

ふるさと納税返礼品
●兵庫県淡路市では、子供世代が市外（島外）へ流出す
る傾向も踏まえ、ふるさと納税制度の返礼品として、島
外に居住する出身者が所有する空家や空地の管理を事業
者に依頼できるサービスを提供しています。
【内容】
・100,000円の寄附
・２か月に１回の定期巡回に加え、災害後の臨時巡回を

１年間行います。巡回後は写真で報告。
・物件は淡路市内に限る
定期巡回：２か月/１回(外観・目視・報告)(写真)
臨時巡回：災害後の点検報告
※相談等含む (空き地)
管理者看板を設置

空き地 空き家

調査・管理

淡路市

遠隔地
所有

ふるさと納税サイトでの淡路市の返礼品

事業主体からのメッセージ
〜苦労した点、ポイントとなる点〜

・作業前、作業後の写真を送ることで、遠隔地の寄
付者にも作業内容がわかるようにしています。

ふるさと納税

事業者

依
頼 契約行為 実績

※平成28年度からの累計、令和2年12月時点
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ふるさとを離れた所有者の悩みに「ふるさと納税」を活用

・かつての生家や相続した土地などの管理が難しい人を対象としたふるさと納税返礼品。
・空き家の敷地や空き地の草刈を代行。

「ふるさと納税」で草刈サービス
～鳴門市草刈サービス～

ふるさと納税 「ふるさと鳴門」
空き家・空き地の草刈サービス

https://www.city.naruto.tokushima.jp/shisei/
shokai/furusatonozei/

【住宅地・郊外地】【適正管理】【自治体】/徳島県鳴門市38

鳴⾨市「ふるさと鳴⾨」

事業スキーム

①個人から鳴門市へ寄附
②鳴門市は中間事業者を通じて地元業者に草刈サービ

スを委託
③地元業者は寄附者等の空き家・空き地の草刈を実施
④寄附額の一部が寄附者の翌年度税金より控除・還付

ふるさと納税検索サイト

徳島県鳴門市では、「ふるさと納税」の返礼品とし
て、大谷焼や地元の宿泊施設利用券、和牛などと並
び、「空き家・空き地の草刈サービス」を設定して
います。

【返礼内容】
遠隔地に居住等の理由から、かつての生家や相続
した土地などの管理が難しい人に対し、空き家の
敷地や所有の土地の草刈りを代行（１年１回）。

概要・実績等

・50,000円以上もしくは100,000円以上の寄附。
・鳴門市内の空き家・空き地に限定。
・高所等の作業に危険を伴う場合や、土地の状態により

草刈サービスの対応ができない場所もあります。
・100,000円以上の寄附は、50,000円以上の寄附の

およそ倍の面積での作業想定です。

条件等

・事業実施にあたっては必ず、草刈実施前後の状況
を写真にて報告をしています。

・寄附金額の範囲外の希望面積についても、追加費
用等を別途負担いただくなど、柔軟に対応してい
ます。

事業主体からのメッセージ
〜苦労した点、ポイントとなる点〜

利用実績

※令和5年1月末 時点

令和元年度
令和2年度
令和3年度
令和4年度※

寄附件数：3件（寄附額：200,000円）
寄附件数：3件（寄附額：200,000円）
寄付件数：3件（寄付額：200,000円）
寄付件数：4件（寄付額：250.000円）
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専門団体とのネットワークにより
適正管理から利活用までワンストップで対応

・行政が市内の宅建業者や建設業者、司法書士、金融業者などの事業者団体・協会と連携し、
協議会を設立。

・空き家の適正管理から利活用、流通、サイト運営まで、様々な側面からの事業を実施。

全国に先駆けた条例制定と行政と不動産関係士業等との連携
～酒田市空き家等ネットワーク協議会による

適正管理・利活用・流通促進の取組～

【住宅地・郊外地】【情報収集・提供等場の構築】【官民連携】／山形県酒田市39

宅地建物取引業協会酒田
全日本不動産協会酒田事務所

酒田建設業協会
酒田金融協会

司法書士会酒田支部
行政書士会酒田支部
土地家屋調査士会酒田支部

解体したい
解体費用の融資

相続手続き
分筆・測量等

買いたい
借りたい

売りたい
貸したい

酒⽥市空き家等ネットワーク協議会

酒田市
空き家相談
の総合窓口

酒⽥市空き家等ネットワーク協議会（酒⽥市）

平成23年：市による空き家等の実態調査
平成24年：空き家等の適正管理条例の制定・施行
平成25年：酒田市空き家等ネットワーク協議会発足

・無料相談会には、H25～R元年度に計338組の
相談者が来場。様々な相談をワンストップで受け
ることができると好評。

・宅地建物取引業者（宅建協会酒田、全日本不動産
協会酒田）にはH25～ R元年度に計495件の相
談が寄せられ、98件の契約（売買・賃貸借）が
成立。

事業スキーム

概要・経緯・実績等

経緯等

実績等

酒田市では、市民からの空き家に関する苦情相談が
年々多く寄せられていたこと、また条例制定にあたり
所有者が抱える様々な問題にしっかりと対応できる体
制を構築する必要があったこと等を踏まえ、空き家・
空き地の適正管理・利活用の促進による地域貢献を目
的に、市内の各事業者団体・協会の協力を得、平成
25年に設立した「酒田市空き家等ネットワーク協議
会」を中心に、空き家・空き地対策を展開しています。

・協議会は、市民等のニーズや、その対応に係る専門
性を踏まえた団体等から構成され、協議会や各団体
での相談等を通じ、ワンストップのソリューション
サービスを提供しています。

事業主体からのメッセージ
〜苦労した点、ポイントとなる点〜

・空き家等に関わる様々な問題（売買、解体、相続
等）の解決には民間団体との連携は不可欠と考え、
協力を依頼したところ快く応じていただきました。
いかにそういった体制を構築できるか（協力いただ
けるか）がポイントです。

活動例

・無料相談会の開催。開催時期は遠方の方も来場しや
すいよう、春・夏・秋の年３回開催。電話・来所で
の相談も随時無料にて対応。

・無料相談会の告知や各種相談先の案内は、固定資産
税納税通知書へパンフレットを同封し周知・ＰＲ。

・インターネット上で物件情報を発信することで、売
買や賃貸借の促進を目的に、空き家等情報サイトを
運営。

無料相談会の様子
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NPO法人による気軽な相談・きめ細かな提案

・全国の空き家・空き地の所有者への各種支援を目的としたNPO法人。
・空き家・空き地に関する相談に加え、提携業者とも連携し、管理や流通等の実務面まで支援。

空き家・空き地のよろず相談と気軽な管理
～放置空き家の解消に向けた

「空家・空地管理センター」の取組～

https://www.akiya-akichi.or.jp/

【住宅地・郊外地】【情報収集・提供等場の構築】【民間】／全国40

特定⾮営利活動法⼈ 空家・空地管理センター

【解決事例（活用方法別）】
空き家：売却（133件）賃貸（１5件）リフォーム

（8件）借り上げ（13件）解体（63件）
空き地：建築（０件）賃貸（1件）駐車場（5件）

事業スキーム

空き地の活⽤パターン
空き地の活用パターンは、そのまま「売却」する方

法や、初期費用があまりかからず手軽にできる「駐車
場」「自動販売機設置」、土地の「賃貸」などがあり
ます。

その他、「農園」として人に貸したり、「太陽光発
電の設置」「トランクルーム」といった「事業用の土
地」の賃貸などがあります。

概要・実績等

概要（自治体等への提供サービスの例）

実績等

NPO法人 空家・空地管理センターは、空き
家等を所有している方々のために、管理や活用
を支援することを目的として設立された非営利
団体で、自治体の皆さまと協力しながら空き家
等の問題の解決を目指し活動しています。

全国での空き家管理サービスに加え、空き家
問題に関する認知拡大、空き家対策特別措置法
への対応支援など、様々なサービスを自治体向
けに提供しています。

1. 空き家の相談窓口
2. 自治体と協力した空き

家の適正管理
3. 資料の提供
4. 空き家に関するセミ

ナー及び相談会の開催

5. 空き家の活用について
6. 相続問題について
7. 空き家対策特別措置法

への対応
8. 自治体と連携した空き

家対策の立案から実施

事業主体からのメッセージ
〜苦労した点、ポイントとなる点〜

・所有者の利活用に対する意識が低い、または知識がない
・決断までに時間を要するため人手がかかっている
・所有者の選択肢を増やすことが利活用に繋がっている
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向
け

、
基

本
方

針
等

に
基

づ
き

、
新

し
い

法
制

度
の

円
滑

な
施

行
を

図
る

と
と

も
に

、
土

地
の

適
切

な
利

用
・管

理
の

確
保

や
地

籍
調

査
を

円
滑

か
つ

迅
速

に
進

め
る

た
め

の
措

置
、

所
有

者
不

明
土

地
の

発
生

を
予

防
す

る
た

め
の

仕
組

み
、

所
有

者
不

明
土

地
を

円
滑

か
つ

適
正

に
利

用
す

る
た

め
の

仕
組

み
等

に
つ

い
て

2
0
2
0
年

ま
で

に
必

要
な

制
度

改
正

の
実

現
を

目
指

す
な

ど
、

期
限

を
区

切
っ

て
対

策
を

推
進

す
る

。

○
人

口
減

少
等

の
進

展
に

伴
う

土
地

利
用

ニ
ー

ズ
の

低
下

等
を

背
景

に
所

有
者

不
明

土
地

や
管

理
不

全
の

土
地

が
増

加
。

○
所

有
者

不
明

土
地

等
の

増
加

は
生

活
環

境
の

悪
化

の
原

因
、

イ
ン

フ
ラ

整
備

や
防

災
上

の
重

大
な

支
障

と
な

る
な

ど
、

対
応

は
喫

緊
の

課
題

。

○
所

有
者

不
明

土
地

対
策

等
の

観
点

か
ら

、
人

口
減

少
社

会
に

対
応

し
て

土
地

政
策

を
再

構
築

す
る

と
と

も
に

、
土

地
の

所
有

と
境

界
の

情
報

イ
ン

フ
ラ

で
あ

る
地

籍
調

査
の

円
滑

・迅
速

化
を

一
体

的
に

措
置

す
る

こ
と

が
必

要
不

可
欠

。

背
景

・
必

要
性

●
人

口
減

少
社

会
に

対
応

し
、

土
地

の
適

正
な

「
利

用
」「

管
理

」の
確

保
の

観
点

か
ら

土
地

政
策

を
再

構
築

：
法

全
般

（「
目

的
」「

基
本

理
念

」「
責

務
」「

基
本

的
施

策
」）

で
、

周
辺

に
悪

影
響

を
与

え
な

い
よ

う
に

「管
理

」を
す

る
こ

と
の

重
要

性
等

を
明

確
化

土
地

の
適

正
な

利
用

・
管

理
の

確
保

（
土
地

基
本

法
の

改
正

）


土

地
に

関
す

る
計

画
制

度
に

「管
理

」
の

観
点

を
追

加


低
未

利
用

土
地

、
所

有
者

不
明

土
地

を
含

め
土

地
の

需
要

喚
起

と
取

引
の

マ
ッ

チ
ン

グ
、

有
効

利
用

の
誘

導
、

管
理

不
全

土
地

対
策

の
促

進
等

を
図

る
取

組
を

政
府

一
体

と
な

っ
て

加
速

１
．

土
地

の
適

正
な

利
用

・管
理

の
た

め
の

「土
地

基
本

方
針

」
・
政

府
が

策
定

す
る

「
土

地
基

本
方

針
」（

閣
議

決
定

）を
創

設
・
適

正
な

利
用

及
び

管
理

を
確

保
す

る
観

点
か

ら
の

「
基

本
的

施
策

」の
今

後
の

方
向

性
を

明
示

③
地

域
特

性
に

応
じ

た
効

率
的

調
査

手
法

の
導

入
・都

市
部

：
道

路
と

民
地

と
の

境
界

（官
民

境
界

）
を

先
行

的
に

調
査

し
、

認
証

を
得

て
公

表
・山

村
部

：
リ

モ
ー

ト
セ

ン
シ

ン
グ

デ
ー

タ
を

活
用

し
た

調
査

手
法

の
導

入
の

た
め

、
現

地
立

会
い

ル
ー

ル
を

見
直

し
官

民
境

界
調

査
リ

モ
ー

ト
セ

ン
シ

ン
グ

デ
ー

タ

▲
効

率
的

な
調

査
手

法
の

イ
メ

ー
ジ

（航
空

写
真

等
）

●
地

籍
調

査
の

優
先

実
施

地
域

*
で

の
進

捗
率

は
７

９
％

（対
象

地
域

全
体

で
は

５
２

％
）
で

あ
り

、
以

下
の

措
置

を
講

じ
る

こ
と

で
調

査
を

ス
ピ

ー
ド

ア
ッ

プ

【
目

標
・効

果
】

・
効

率
的

調
査

手
法

の
導

入
等

に
よ

り
、

地
籍

調
査

の
優

先
実

施
地

域
で

の
進

捗
率

を
、

現
在

の
約

８
割

か
ら

約
９

割
と

す
る

。

地
籍

調
査

の
円

滑
化
・

迅
速

化
（

国
土
調
査

法
等
の

改
正

）

防
災

上
の

観
点

か
ら

適
正

な
管

理
が

求
め

ら
れ

る
土

地
の

例
（
イ

メ
ー

ジ
）

①
新

た
な

国
土

調
査

事
業

十
箇

年
計

画
の

策
定

・
②

、
③

の
よ

う
な

効
率

的
な

手
法

の
導

入
等

を
盛

り
込

ん
だ

新
た

な
十

箇
年

計
画

（
令

和
２

年
度

～
）を

策
定

（
※

予
算

関
連

、
日

切
れ

扱
い

）

②
現

地
調

査
等

の
調

査
手

続
の

見
直

し
・調

査
の

た
め

に
必

要
な

所
有

者
等

へ
の

報
告

徴
収

権
限

の
付

与
・所

有
者

探
索

の
た

め
に

固
定

資
産

課
税

台
帳

等
を

利
用

可
能

と
す

る
措

置
の

導
入

・所
有

者
不

明
の

場
合

に
筆

界
案

の
公

告
に

よ
り

調
査

を
可

能
と

す
る

制
度

の
創

設
（省

令
改

正
）

・
地

方
公

共
団

体
が

不
動

産
登

記
法

上
の

筆
界

特
定

を
申

請
で

き
る

措
置

の
導

入

* 
土

地
区

画
整

理
事

業
等

に
よ

り
一

定
程

度
地

籍
が

明
確

化
さ

れ
た

地
域

等
を

除
く

地
域

法
案

の
概

要

（
令

和
２

年
３

月
３

１
日

公
布

、
４

月
１

日
施

行
（
※

）
、
令

和
２

年
法

律
第

1
2
号

）

（
※

一
部

の
規

定
は

R
２

年
６

月
15

日
又

は
９

月
2
9日

に
施

行
）

（
※

R
２

年
３

月
31

日
に

施
行

）
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所
有

者
不

明
土

地
の

利
用

の
円

滑
化

等
に

関
す

る
特

別
措

置
法

３
．

所
有

者
の
探
索
を
合
理
化

す
る

仕
組

み
所

有
者

探
索

の
範

囲
を

合
理

化
・
明

確
化

固
定

資
産

課
税

台
帳

な
ど

を
利

用
可

※
令

和
３

年
民

法
改

正
関

係
は

令
和

５
年

４
月

施
行

地
域

住
民

等
の

た
め

の
事

業
（
事

業
主

体
は

限
定

な
し

）
に

つ
い

て
都

道
府

県
知

事
が

公
益

性
等

を
確

認

都
道

府
県

知
事

が
所

有
者

不
明

土
地

の
使

用
権

設
定

を
裁

定
上

限
1
0
年

/
一

部
事

業
2
0
年

（
期

間
は

延
長

可
能

・
満

了
後

は
土

地
を

原
状

回
復

）

地
域

福
利

増
進

事
業

の
実

施

公
共

事
業

に
つ

い
て

国
・
都

道
府

県
知

事
が

事
業

認
定

都
道

府
県

知
事

が
所

有
者

不
明

土
地

の
収

用
を

裁
定

※
対

象
事

業
は

法
律

で
限

定
列

挙

土
地

収
用

法
の

特
例

管
理

適
正

化
の

代
執

行

管
理

不
全

の
所

有
者

不
明

土
地

に
つ

い
て

市
町

村
長

が
確

知
所

有
者

に
勧

告
・
命

令

確
知

所
有

者
が

い
な

い
場

合
、

権
限

上
実

施
で

き
な

い
場

合
等

は
市

町
村

長
が

代
執

行

再
エ

ネ
発

電
設

備
ポ

ケ
ッ

ト
パ

ー
ク

（公
園

）
（出

典
）杉

並
区

直
売

所
（
購

買
施

設
）

（出
典

）農
研

機
構

豪
雨

の
度

に
土

砂
崩

れ
が

多
発

瓦
礫

の
放

置

１
．

所
有

者
不

明
土

地
を
円
滑
に
利
⽤

す
る

仕
組

み
２

．
所

有
者

不
明

土
地

を
適
正
に
管
理

す
る

仕
組

み

民
法

の
財

産
管

理
制

度
の

特
例

国
・
地

方
公

共
団

体
が

所
有

者
不

明
土

地
に

つ
い

て
民

法
に

基
づ

く
管

理
命

令
等

を
裁

判
所

に
請

求

裁
判

所
が

所
有

者
不

明
土

地
管

理
人

等
を

選
任

管
理

人
に

よ
る

管
理

を
実

施
（
裁

判
所

の
許

可
が

あ
れ

ば
売

却
も

可
）

※
利

害
関

係
に

か
か

わ
ら

ず
請

求
が

可
能

（
特

例
）

対
象

：所
有

者
不

明
土

地
管

理
制

度
、

管
理

不
全

土
地

管
理

制
度

（
一

定
の

場
合

）、
所

有
者

不
明

建
物

・
管

理
不

全
建

物
管

理
制

度
（土

地
と

併
せ

て
請

求
）、

相
続

財
産

管
理

制
度

、
不

在
者

財
産

管
理

制
度

所
有

者
不

明
土

地
対

策
に

取
り

組
む

法
人

の
指

定
制

度
（
市

町
村

長
指

定
・
法

人
に

公
的

信
用

力
を

付
与

）

所
有

者
不

明
土

地
対

策
計

画
の

作
成

制
度

（
市

町
村

作
成

・
計

画
に

基
づ

く
事

業
を

国
が

予
算

補
助

）

４
．

所
有

者
不

明
土

地
対

策
の
推
進
体
制
を
強
化

す
る

仕
組

み
※

所
有

者
不

明
土

地
発

生
抑

制
の

た
め

の
低

未
利

用
土

地
対

策
も

対
象

※
対

象
事

業
は

法
律

で
限

定
列

挙 な
ど

【平
成

30
年

制
定

・令
和

４
年

改
正

】

公
告

・縦
覧

（２
月

）
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「
土

地
政

策
推

進
連

携
協

議
会

」

＜
人

口
減

少
時

代
に

お
け

る
地

域
づ

く
り

を
支

え
る

新
た

な
「
プ

ラ
ッ

ト
フ

ォ
ー

ム
」
と

し
て

、
体

制
、

活
動

内
容

を
充

実
＞

（
関

係
者

の
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
化

を
進

め
、

官
民

が
一

体
と

な
っ

て
、

土
地

や
地

域
づ

く
り

の
課

題
解

決
を

目
指

す
。

令
和

４
年

５
月

よ
り

順
次

活
動

を
開

始
し

た
。

）

・
い

わ
ゆ

る
所

有
者

不
明

土
地

法
の

制
定

に
伴

い
、

平
成

３
１

年
１

月
、

全
国

１
０

地
区

に
お

い
て

、
同

法
の

円
滑

な
施

行
等

を
図

る
た

め
、

地
方

整
備

局
、

法
務

局
、

都
道

府
県

の
ほ

か
、

弁
護

士
会

、
司

法
書

士
会

、
行

政
書

士
会

、
土

地
家

屋
調

査
士

会
、

不
動

産
鑑

定
士

協
会

、
補

償
コ

ン
サ

ル
タ

ン
ト

協
会

と
い

っ
た

関
係

士
業

団
体

を
構

成
員

と
す

る
「所

有
者

不
明

土
地

連
携

協
議

会
」を

設
置

（
事

務
局

：
地

方
整

備
局

等
） 。

・
こ

れ
ま

で
、

年
２

回
程

度
開

催
し

、
所

有
者

不
明

土
地

法
や

法
務

局
の

取
組

に
関

す
る

説
明

会
、

土
地

所
有

者
等

の
探

索
に

関
す

る
講

習
会

、
学

識
経

験
者

に
よ

る
所

有
者

不
明

土
地

問
題

の
現

状
に

関
す

る
講

演
会

な
ど

を
実

施
。

「
土

地
政

策
推

進
連

携
協

議
会

」
の

設
立

（
所

有
者

不
明

土
地

連
携

協
議

会
を

発
展

的
に

改
組

）

所
有

者
不

明
土

地
連

携
協

議
会

の
活

動

令
和

２
年

土
地

基
本

法
の

改
正

（3
/3

1
公

布
）、

土
地

基
本

方
針

の
策

定
（5

/
26

閣
議

決
定

）
令

和
３

年
民

事
基

本
法

制
の

見
直

し
（4

/2
8
公

布
）

令
和

４
年

所
有

者
不

明
土

地
法

の
改

正
（
5/

9公
布

）、
農

業
経

営
基

盤
強

化
促

進
法

等
の

改
正

（5
/2

7
公

布
）

〇
構

成
員

の
追

加
・
市

町
村

を
追

加
す

る
と

と
も

に
、

国
の

関
係

機
関

と
し

て
、

財
務

省
（
財

務
局

）、
農

林
水

産
省

（農
政

局
）、

林
野

庁
を

追
加

。
・
関

係
士

業
団

体
に

、
都

道
府

県
宅

地
建

物
取

引
業

協
会

、
全

日
本

不
動

産
協

会
各

地
方

本
部

を
追

加
。

○
活

動
内

容
の

充
実

・
土

地
に

関
す

る
課

題
の

解
決

や
良

好
な

地
域

づ
く
り

に
関

す
る

事
項

を
協

議
①

所
有

者
不

明
土

地
法

に
基

づ
く
各

種
の

制
度

（
計

画
の

策
定

、
推

進
法

人
の

指
定

、
管

理
不

全
所

有
者

不
明

土
地

に
つ

い
て

の
代

執
行

等
）

の
運

用
②

所
有

者
不

明
土

地
対

策
、

空
き

家
対

策
の

連
携

等
の

推
進

、
低

未
利

用
地

の
利

活
用

の
推

進
③

用
地

業
務

や
地

籍
調

査
の

更
な

る
推

進
④

関
係

省
庁

に
お

け
る

一
連

の
制

度
改

正
の

適
切

な
運

用
（
例

）
新

た
な

財
産

管
理

制
度

、
相

続
土

地
国

庫
帰

属
制

度
、

農
地

バ
ン

ク
制

度
、

森
林

経
営

管
理

制
度

・
市

町
村

に
対

す
る

相
談

窓
口

の
設

置
・
相

談
会

の
開

催
等

に
よ

る
参

加
者

の
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
の

構
築
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策
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進
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○
地

域
に

お
け

る
先

導
的

な
所

有
者

不
明

土
地

等
対

策
の

取
組

を
支

援
し

、
推

進
法

人
指

定
の

円
滑

化
や

、
指

定
法

人
と

し
て

の
役

割
を

定
着

さ
せ

る
た

め
の

課
題

分
析

、
ノ

ウ
ハ

ウ
収

集
を

行
い

、
横

展
開

す
る

。

所
有

者
不

明
土

地
等

対
策

の
推

進

○
所

有
者

不
明

土
地

等
の

利
用

の
円

滑
化

や
管

理
の

適
正

化
等

を
図

る
た

め
、

改
正

所
有

者
不

明
土

地
法

に
基

づ
い

て
市

町
村

や
民

間
事

業
者

等
が

実
施

す
る

所
有

者
不

明
土

地
等

の
所

有
者

探
索

、
事

業
コ

ー
デ

ィ
ネ

ー
ト

、
管

理
不

全
状

態
の

解
消

等
に

対
す

る
補

助
等

に
要

す
る

経
費

を
計

上
。

コ
ン

ク
リ

ー
ト

擁
壁

が
手

入
れ

さ
れ

て
い

な
い

土
地

有
効

利
用

さ
れ

て
い

な
い

土
地

市
町

村
に

よ
る

所
有

者
不

明
土

地
対

策
に

関
す

る
計

画
の

作
成

制
度

⇒
 計

画
的

な
対

策
の

推
進

行
政

的
措

置
（代

執
行

等
）を

可
能

と
す

る
制

度
⇒

 適
正

な
管

理
の

確
保

低
未

利
用

土
地

の
有

効
利

用
に

取
り

組
む

法
人

の
指

定
制

度
⇒

民
間

主
体

の
取

組
を

推
進

所
有

者
不

明
土

地
等

対
策

の
着

実
な

推
進

●
施

行
者

：
地

方
公

共
団

体
、

推
進

法
人

※
等

※
市

町
村

に
よ

り
指

定
さ

れ
た

、
低

未
利

用
土

地
の

有
効

利
用

等
に

取
り

組
む

法
人

●
補

助
対

象
：

「所
有

者
不

明
土

地
対

策
計

画
」に

基
づ

く
以

下
の

取
組

・
所

有
者

不
明

土
地

等
に

関
す

る
実

態
把

握

・
土

地
の

所
有

者
の

探
索

や
、

土
地

の
利

活
用

の
た

め
の

手
法

等
の

検
討

・
土

地
の

管
理

不
全

状
態

の
解

消

（門
、

塀
等

の
工

作
物

や
樹

木
の

除
去

等
）

等

●
補

助
率

：

・
地

方
公

共
団

体
が

施
行

者
の

場
合

：
1/

2＊

・
推

進
法

人
等

が
施

行
者

の
場

合
：

1/
3

（地
方

公
共

団
体

負
担

1
/3

＊
）

＊
地

方
公

共
団

体
負

担
分

に
つ

い
て

特
別

交
付

税
を

措
置

（
措

置
率

1
/2

）

改
正

所
有

者
不

明
土

地
法

に
お

け
る

新
制

度
所

有
者

不
明

土
地

等
対

策
事

業
費

補
助

金

推
進

法
人

の
普

及
促

進
の

た
め

の
調

査
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所
有

者
不

明
土

地
法

に
基

づ
く
地

域
福

利
増

進
事

業
に

係
る

特
例

措
置

の
延

長
（所

得
税

・
法

人
税

・個
人

住
民

税
・
法

人
住

民
税

・
固

定
資

産
税

・
都

市
計

画
税

）

地
域

福
利

増
進

事
業

の
た

め
に

土
地

等
を

譲
渡

し
た

場
合

の
長

期
譲

渡
所

得
の

特
例

措
置

（軽
減

税
率

）
や

、
事

業
の

用
に

供
す

る
資

産
に

係
る

固
定

資
産

税
等

の
軽

減
措

置
を

延
長

す
る

。

【
所

得
税

・
法

人
税

等
】
現

行
の

措
置

を
３

年
間

延
長

す
る

。
（
令

和
５

年
１

月
１

日
～

令
和

７
年

1
2
月

3
1
日

）
【
固

定
資

産
税

等
】
現

行
の

措
置

を
２

年
間

延
長

す
る

。
（
令

和
５

年
４

月
１

日
～

令
和

７
年

３
月

3
1
日

）

特
例

措
置

の
内

容

施
策

の
背

景

【
所

得
税

・
法

人
税

・
個

人
住

民
税

・
法

人
住

民
税

】
一

定
の

事
業

の
た

め
に

土
地

等
を

譲
渡

し
た

場
合

、
長

期
譲

渡
所

得
（
2
,0

0
0
万

円
以

下
の

部
分

）
に

係
る

税
率

を
軽

減
す

る
（
～

令
和

４
年

1
2
月

3
1
日

）
。

【
固

定
資

産
税

・
都

市
計

画
税

】
地

域
福

利
増

進
事

業
の

用
に

供
す

る
土

地
及

び
償

却
資

産
に

つ
い

て
、

課
税

標
準

を
５

年
間

２
／

３
等

に
軽

減
す

る
（
～

令
和

５
年

３
月

3
1
日

）
。

○
人

口
減

少
・
少

子
高

齢
化

が
進

む
中

、
相

続
件

数
の

増
加

、
土

地
の

利
用

ニ
ー

ズ
の

低
下

と
所

有
意

識
の

希
薄

化
が

進
行

し
、

所
有

者
不

明
土

地
の

更
な

る
増

加
が

懸
念

さ
れ

て
お

り
、

そ
の

利
用

の
円

滑
化

の
促

進
は

喫
緊

の
課

題
。

○
こ

う
し

た
状

況
を

踏
ま

え
、

「
所

有
者

不
明

土
地

の
利

用
の

円
滑

化
等

に
関

す
る

特
別

措
置

法
」
（
平

成
30

年
法

律
第

49
号

）
に

基
づ

く
地

域
福

利
増

進
事

業
に

つ
い

て
は

、
令

和
４

年
の

法
改

正
に

よ
り

、
対

象
事

業
の

拡
充

等
、

制
度

の
充

実
が

図
ら

れ
た

。

○
所

有
者

不
明

土
地

の
利

用
の

円
滑

化
を

促
進

す
る

た
め

、
本

制
度

の
活

用
を

強
力

に
後

押
し

す
る

こ
と

が
重

要
。

事
業

の
実

施
に

は
、

対
象

と
な

る
所

有
者

不
明

土
地

の
一

部
所

有
者

や
隣

地
の

所
有

者
の

協
力

が
不

可
欠

で
あ

る
こ

と
か

ら
、

引
き

続
き

の
税

制
支

援
が

必
須

。

ポ
ケ

ッ
ト

パ
ー

ク
（公

園
）

直
売

所
（購

買
施

設
）

（
写

真
出

典
）
農

研
機

構
広

島
県

地
域

福
利

増
進

事
業

の
イ

メ
ー

ジ

知
事

の
裁

定
に

よ
る

使
用

権
（
最

長
1
0
年

（
一

部
事

業
は

2
0
年

）
）
の

設
定

に
よ

り
、

所
有

者
不

明
土

地
を

公
共

的
な

事
業

の
た

め
に

活
用

可
能

と
す

る
制

度

経
済

財
政

運
営

と
改

革
の

基
本

方
針

2
0
22

（
令

和
４

年
６

月
７

日
閣

議
決

定
）
（
抜

粋
）

空
き

家
等

の
利

活
用

や
基

本
方

針
※

等
に

基
づ

く
所

有
者

不
明

土
地

等
対

策
を

進
め

る
。

脚
注

）
「
所

有
者

不
明

土
地

等
対

策
の

推
進

に
関

す
る

基
本

方
針

｣（
令

和
４

年
５

月
2
7 

日
所

有
者

不
明

土
地

等
対

策
の

推
進

の
た

め
の

関
係

閣
僚

会
議

決
定

）

所
有

者
不

明
土

地
等

対
策

の
推

進
に

関
す

る
基

本
方

針
（
令

和
４

年
５

月
2
7
日

所
有

者
不

明
土

地
等

対
策

の
推

進
の

た
め

の
関

係
閣

僚
会

議
決

定
）
（抜

粋
）

６
所

有
者

不
明

土
地

等
の

円
滑

な
利

活
用

・
管

理
、

土
地

収
用

手
続

の
円

滑
な

運
用

所
有

者
不

明
土

地
を

取
り

巻
く
社

会
経

済
情

勢
の

変
化

や
こ

れ
ま

で
の

制
度

改
正

を
受

け
、

～
今

国
会

に
お

い
て

特
措

法
が

改
正

さ
れ

た
と

こ
ろ

で
あ

る
。

具
体

に
は

、
地

域
福

利
増

進
事

業
の

対
象

事
業

の
拡

充
（
地

域
の

災
害

対
策

に
関

す
る

施
設

や
再

生
可

能
エ

ネ
ル

ギ
ー

発
電

設
備

の
整

備
）や

使
用

権
の

上
限

期
間

の
延

長
等

、
～

が
措

置
さ

れ
た

と
こ

ろ
で

あ
る

。
今

後
、

措
置

さ
れ

た
制

度
に

つ
い

て
、

市
町

村
を

は
じ

め
と

す
る

地
域

の
関

係
者

が
積

極
的

に
活

用
す

る
こ

と
が

で
き

る
よ

う
、

周
知

徹
底

を
図

る
と

と
も

に
、

土
地

政
策

推
進

連
携

協
議

会
の

設
置

な
ど

関
係

機
関

の
体

制
整

備
や

、
必

要
と

な
る

予
算

の
確

保
に

努
め

る
。

要
望

の
結

果

結
果
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関
連

す
る

制
度

・
計

画
の

施
行

時
期

等

R1
1

R1
0

R9
R８

R７
R6

R5
R4

R3
年
度

◆
R5
.4
.1
施
⾏

◆
R3
.4
.2
8公

布

管
理
不
全
⼟
地
管

理
命
令
等

⺠
事
基
本

法
制
⾒
直

し

◆
R6
.4
.1
施
⾏

相
続
登
記
申
請
義

務
化

◇
R8
.4
.2
7

ま
で
に
施
⾏

住
所
等
変
更
登
記

申
請
義
務
化

◆
R5
.4
.2
7施

⾏
相
続
⼟
地
国
庫
帰

属
制
度

◆
R5
.4
.1
全
⾯

施
⾏

◆
R4
.1
1.
1

⼀
部
施
⾏

◆
R4
.5
.9

公
布

改
正
所
有
者
不
明
⼟
地
法

第
７
次
国
⼟
調
査
事
業
⼗
箇

年
計
画
（
R2
.5
.2
6閣

議
決
定
）

（
P）
国
⼟
形
成

計
画
・国
⼟
利
⽤

計
画
改
定

●
R4
.7

中
間
とり
ま
とめ
公
表

国
⼟
形
成
計
画
・

国
⼟
利
⽤
計
画

（
全
国
計
画
）

主
な
基
本

計
画

計
画
期
間

満
了

◆
R3
.5
.2
8閣

議
決
定

社
会
資
本
整
備
重

点
計
画

◆
次
期
計
画

閣
議
決
定

（
計
画
期
間

R8
〜
R1
7）

◆
R3
.3
.1
9閣

議
決
定
（
計
画
期
間

R3
〜
R1
2年

度
）

住
⽣
活
基
本
計
画

（
全
国
計
画
）

施
行

５
年

見
直

し
規

定
あ

り

施
行

５
年

見
直

し
規

定
あ

り

中
間

見
直

し
最

終
年

度
（P

）法
改

正

お
お

む
ね

５
年

の
見

直
し

規
定

あ
り
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